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開発行為等の許可の技術的基準 

 

2024年（令和 6年）4月 施行 

第１ 総則 

この基準は、都市計画法及び宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく許可申請等の技術的基準について定 

めたものである。 

なお、この技術的基準において特に定めのないものについては、「盛土等防災マニュアルの解説」による 

ものとする。 

 

第２ 一般的基準 

１ 基本的事項 

（１）主として、自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為以外の開発行為にあっ 

ては、道路、公園、広場その他の公共の用に供する空地（消防に必要な水利が十分でない場合に設置する 

消防の用に供する貯水施設を含む。）が、次に掲げる事項を勘案して、環境の保全上、災害の防止上、通 

行の安全上又は事業活動の効率上支障がないような規模及び構造で適当に配置され、かつ、開発区域内の 

主要な道路が、開発区域外の相当規模の道路に接続するように設計が定められていること。この場合にお 

いて、当該空地に関する都市計画が定められているときは、設計がこれに適合していること。 

ア 開発区域の規模、形状及び周辺の状況 

イ 開発区域内の土地の地形及び地盤の性質 

ウ 予定建築物などの用途 

エ 予定建築物などの敷地の規模及び配置 

（２）排水路その他の排水施設が、次に掲げる事項を勘案して、開発区域内の下水道法第２条第１号に規定す 

る下水を有効に排出するとともに、その排出によって開発区域及びその周辺の地域にいっ水などによる被 

害が生じないような構造及び能力で適当に配置されるように設計が定められていること。この場合におい 

て、当該排水施設に関する都市計画が定められているときは、設計がこれに適合していること。 

ア 当該地域における降水量 

イ （１）のアからエまでに掲げる事項及び放流先の状況 

（３）主として、自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為以外の開発行為にあっ 

ては、水道その他の給水施設が、（１）のアからエまでに掲げる事項を勘案して、当該開発区域について 

想定される需要に支障を来さないような構造及び能力で適当に配置されるように設計が定められている 

こと。この場合において、当該給水施設に関する都市計画が定められているときは、設計がこれに適合し 

ていること。 

（４）当該開発行為の目的に照らして、開発区域における利便の増進と開発区域及びその周辺の地域における 

環境の保全が図られるように公共施設、学校その他の公益的施設及び開発区域内において予定される建築 

物の用途の配分が定められていること。 
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（５）地盤の沈下、がけ崩れ、出水その他による災害を防止するため、開発区域内の土地について、地盤の改 

良、擁壁又は排水施設の設置その他安全上必要な措置が講ぜられるように設計が定められていること。こ 

の場合において、開発区域内の土地の全部又は一部が下記の表の上欄に掲げる区域内の土地であるときは、 

当該土地における同表の中欄に掲げる工事の計画が、同表の下欄に掲げる基準に適合していること。 

宅地造成及び特定盛土等規制法第 10条第１項の

宅地造成等工事規制区域 

及び第 26条第１項の特定盛土等規制区域 

津波防災地域づくりに関する法律第72条第１項の

津波災害特別警戒区域 

開発行為に関する工事 

津波防災地域づくりに関する法律第 73 条第１項

に規定する特定開発行為（同条第４項各号に掲げ

る行為を除く。）に関する工事 

宅地造成及び特定盛土等規制法第 13条及び 

第 31条の規定に適合するものであること。 

津波防災地域づくりに関する法律第 75 条に規定

する措置を同条の国土交通省令で定める技術的

基準に従い講じるものであること。 

   また、液状化による宅地の被害発生の防止・軽減に努めるため、宅地の液状化被害可能性判定に係る技 

術指針（平成 25年４月１日付け国土交通都市局長通知）に基づき、液状化被害発生の可能性把握に努め 

るとともに、必要に応じて液状化対策を講じることが望ましい。 

（６）１ｈａ以上の開発行為に係る開発区域内に樹林地があるときは、当該樹林地の樹木の伐採は、必要最小 

限にとどめるよう設計されていること。 

（７）次のア又はイに掲げる場合には、予定建築物などの用途が当該ア又はイに定める用途の制限に適合して 

いること。ただし、都市再生特別地区の区域内において当該都市再生特別地区に定められた誘導すべき用 

途に適合するものにあっては、この限りでない。 

ア 当該開発区域内の土地について用途地域、特別用途地区、特定用途制限地域、流通業務地区又は港 

湾法第 39条第１項の分区（以下「用途地域など」という。）が定められている場合 

当該用途地域など内における用途の制限（建築基準法第 49条第１項若しくは第２項若しくは第 49 

条の２（これらの規定を同法第 88条第２項において準用する場合を含む。）又は港湾法第 40条第１項 

の条例による用途の制限を含む。） 

イ 当該開発区域内の土地（都市計画区域（市街化調整区域を除く。）又は準都市計画区域内の土地に限 

る。）について用途地域などが定められていない場合     

建築基準法第 48条第 14項及び第 68条の３第７項（同法第 48条第 14項に係る部分に限る。） 

（これらの規定を同法第 88条第２項において準用する場合を含む。）の規定による用途の制限 

（８）開発事業の施行に伴って、土砂の流出、出水などの災害の発生が予想されるときは、次に掲げる事項 

を配慮して、これらの災害を防止するために必要な災害防止施設が設置されるように設計されていること。 

ア 開発区域の上流に残流域が存在する場合は、その流域からの土石流の襲来によって新しく開発され 

た区域に被害が生じるおそれの状況 

イ 開発区域から本川又は海に至るまでの間の流出系統及び洪水到達時間並びに開発事業の施行により 

増加する水及び土砂の流出量 

ウ 同一流域内において２以上の開発事業が行われるときは、それぞれの開発面積を合計した場合のイ 

に掲げる事項 
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（９）１ｈａ以上の開発行為にあっては、開発区域を含む周辺の地域における公害の防止及び農林地の保全、 

文化財の保護に努め、自然環境の保全及び歴史的風土の保存に著しく支障を及ぼさないよう適切な措置が 

講じられていること。 

（10）特定農業用ため池において、堤体の掘削、立木の植栽、その他当該特定農業用ため池の保全に影響を 

及ぼすおそれのある行為を行うときは、「農業用ため池の管理及び保全に関する法律」に基づき、市長の 

許可等が必要であることに留意すること。 

２ 地域基準 

開発事業の内容は、原則として、国、県及び市町の地域計画、土地利用計画並びに市町の都市計画に関す 

る基本方針に適合させるとともに、主として、自己の居住の用に供する住宅の建築又は住宅以外の建築物若 

しくは特定工作物で自己の業務の用に供するものの建築又は建設の用に供する目的で行う開発行為以外の 

開発行為にあっては、原則として開発区域内に次の各号に掲げる地域を含めないものとする。 

ア 災害危険区域（建築基準法） 

イ 地すべり防止区域（地すべり等防止法） 

ウ 土砂災害特別警戒区域（土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律） 

エ 急傾斜地崩壊危険区域（急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律） 

オ 保安林（保安施設地区を含む。）及び保安林予定森林の区域（森林法） 

カ 砂防指定地（砂防法）他の施設の設置について支障のある地域 

キ その他市長が特に支障があると認める地域 
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第３ 技術的細目 

１ 道路（主として、自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為は除く。） 

（１）開発区域外道路 

ア 開発区域内に新たに道路が整備される場合 

開発区域内の主要な道路は、開発区域外の幅員９ｍ（主として住宅の建築の用に供する目的で行う 

開発行為にあっては、6.5ｍ）以上の道路（開発区域の周辺の道路の状況によりやむを得ないと認 

められるときは、車両の通行に支障がない道路）に接続していること。 

イ 開発区域内に新たに道路が整備されない場合 

予定建築物の敷地が接する道路の幅員は、住宅の敷地又は 1,000ｍ２未満の住宅以外の建築物若しく 

は第一種特定工作物（都市計画法第４条第 11号）の敷地にあっては、６ｍ以上、その他のものにあっ 

ては９ｍ以上とすること。 

ただし、開発区域の規模及び形状、開発区域の周辺の土地の地形及び利用の態様などに照らして、 

前記によることが著しく困難と認められる場合であって、環境の保全上、災害の防止上、通行の安全 

上及び事業活動の効率上支障がないと認められ、開発区域外の既存道路に直接接して行われる一敷地 

の単体的な開発行為にあっては、４ｍ以上とすることができる。 

ウ 市街化調整区域における開発区域の面積が 20ｈａ以上の開発行為（主として第二種特定工作物（都 

市計画法第４条第 11号）の建設の用に供する目的で行う開発行為を除く。） 

予定建築物などの敷地から 250ｍ以内の距離に幅員 12ｍ以上の道路が設けられていること。 

（２）開発区域内道路 

ア 幅員 

予定建築物の敷地が接する道路の幅員は、住宅の敷地又は 1,000ｍ２未満の住宅以外の建築物若しく 

は第一種特定工作物の敷地にあっては、６ｍ以上、その他のものにあっては９ｍ以上とすることとし、 

開発区域の面積、予定建築物などの用途に応じて、道路管理者となる者と十分協議して決定すること。 

【参考】 

予定建築物 
道路区分 

（ｍ） 

開 発 面 積 （ｈａ） 

１未満 
１以上 

５未満 

５以上 

10未満 

10以上 

20未満 

20以上 

住宅（５階以上の 

共同住宅を除く。） 

別荘、余暇施設など 

補助幹線道路 ※９ ９ 

幹 線 道 路  ※12 12 

そ の 他 
補助幹線道路 ※９ ９ 

幹 線 道 路  ※12 12 

      ※ 必要に応じて設けること。 

ただし、｢小区間で通行上支障がない道路｣で、市長がやむを得ないと認めるものであって、次に掲げ 

る（ア）から（ク）のいずれかに該当する場合はこの限りではない。 
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      ｢小区間で通行上支障のない道路｣とは、利用者が当該道路に面する居住者などに限られる場合で、 

次のいずれにも該当する道路をいう。 

      ① 当該道路の位置又は形態（通行の安全上支障ない場合に限る。）により、通過交通の発生の

おそれがないもの。 

      ② 通過交通を適切に処理できる幅員６ｍ以上の道路（予定建築物などの敷地が接する開発区域 

外の道路の部分を含む。）に接続しているもの。 

③  駐車スペースが確保され、路上駐車の発生のおそれのないもの。 

（ア）設計上の創意工夫により、空地が居住者の利用上及び避難上適切に配置され、建築協定などによ 

  り良好な居住環境が将来にわたって確保できる戸建専用住宅地内における幅員４ｍ以上のもの。 

       ｢空地｣には、道路、公園、広場のほかプレイロット、緑地、避難通路、歩行者専用道、転回広場 

などの公共の用に供するものを含む。 

（イ）戸建専用住宅地内における幅員４ｍ以上の通り抜け道路で、当該道路の延長が70ｍ以下、かつ、 

当該道路に接する区画数が12以下のもの。 

（ウ）戸建専用住宅地内における幅員５ｍ以上の通り抜け道路で、当該道路の延長が 140ｍ以下、かつ、 

当該道路に接する区画数が 24以下のもの。 

（エ）戸建専用住宅地内における幅員４ｍ以上の袋路状道路（開発区域の面積が 0.3ｈａ未満のものに 

限る。）で、当該道路の延長が 35ｍ以下、かつ、当該道路に接する区画数が６以下のもの。 

（オ）戸建専用住宅地内における幅員５ｍ以上の袋路状道路（開発区域の面積が 0.3ｈａ未満のものに 

限る。）で、当該道路の延長が 70ｍ以下、かつ、当該道路に接する区画数が 12以下のもの。 

（カ）住宅地以外の場合は、幅員が６ｍ以上の道路で、交通量の発生が極めて少ないもの又は歩行者の 

  安全確保が図られているもの。 

（キ）（ア）から（カ）に準ずる場合で、避難上及び車両の通行上支障がないと認められるもの。 

（ク）別紙１｢小幅員区画道路の計画基準｣を満たす道路。 

イ 形状 

道路は袋路状でないこと。ただし、次のいずれかに該当するもので、避難上及び車両の通行上支障が 

ないと認められるものは、この限りでない。 

（ア）当該道路の延長又は他の道路（袋路状のものを除く。）との接続が予定（比較的近い将来具体化 

  するものに限る。）されているもの。 

（イ）一つの敷地のみの専用道路となるもの。 

（ウ）有効幅員が６ｍ以上の場合で、終端（延長が 35ｍ以下のものを除く。）が、転回広場その他これ 

らに類するもので車両の転回に支障がないものに接続しているもの。 

（エ）６ｍ未満の道路で、終端（延長が 35ｍ以下のものを除く。）及び 35ｍ以内ごとに転回広場を設け 

たもの。 

（オ）アからエまでに準ずる場合で、周辺の状況により避難上及び車両の通行上支障がないと認められ 

るもの。 
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ウ 構造 

道路構造については、道路管理者と十分協議し、当該道路の道路管理者が定めた条例及び施行規則の 

技術的基準を準拠すること。 

（ア）開発区域外の道路との平面交差及び接続については、交差点の視認性及び安全性の確保のため、 

交差角は原則として 60度以上 120度以下とし、交差点前後の６ｍ以上の区間については、屈曲部 

を設けず、道路縦断勾配を 2.5％以下とすること。その他については別紙２の｢県が管理する道路 

と他の道路との平面交差に関する構造基準｣によること。 

（イ）開発区域内の道路縦断勾配は、９％以下であること。ただし、地形などによりやむを得ないと認 

  められる場合は、小区間に限り、12％以下とすることができる。 

（ウ）開発区域内の幅員９ｍ以上の道路は、歩車道が分離されていること。 

       なお、歩道は、縁石線又はさくその他これに類する工作物によって車道から分離されていること。 

 

                                ※１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（エ）路面には片勾配を付けるものを除き、路面の種類に応じ、次の表の下欄に掲げる値を標準とし 

  て横断勾配を付し、路面排水を良好にすること。 

路面の種類 横断勾配（単位：％） 

アスファルト又はセメントコンクリート舗装 1.5以上２以下 

その他 ３以上５以下 

（オ）路面は、十分転圧したうえ、原則として、アスファルト又はセメントコンクリート舗装とするこ 

※１ 

 （ ）内は商業施設等が連たんするなど停車 

需要が高く停車による交通障害が大きい場合 

※２ 

 道路を公共帰属するときは、管理者協議を事 

前に済ませておくこと 
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と。ただし、周辺区域の道路や予定建築物の用途との調和などの観点からは一律に舗装を求めるこ 

とは妥当でないと判断できるものについては、砂利敷その他の安全かつ円滑な交通に支障を及ぼさ 

ない構造とすることができる。 

（カ）道路には、雨水などを有効に排水するため必要な側溝、街きょその他適当な施設が設けられて 

いること。 

（キ）道路は、階段状でないこと。ただし、専ら歩行者の用に供する道路で通行の安全上支障がない 

と認められ、かつ、次の基準に適合するものにあっては、この限りでない。 

ａ 階段は、踏面寸法が 30ｃｍ以上、けあげ寸法が 15ｃｍ以下であること。 

ｂ 階段の勾配は、中途で変えないこと。 

ｃ 階段の高さが３ｍを超えるものにあっては、高さ３ｍ以内ごとに 1.2ｍ以上の踏幅を有する 

踊場を設けること。 

ｄ 階段には、必要に応じて有効な手すりを設けること。（但し、高さ１ｍ以下の階段の部分に 

は適用しない。） 

（ク）道路には、必要に応じてガードレールなど危険防止の防護柵を設けること。 

（ケ）道路が同一平面で交差及び接続する箇所又は道路の曲がり角は、交差角 60度（やむを得ない 

  場合にあっても 45度）以上とし、原則として次表の寸法以上となる二等辺三角形で街角が切り 

取られていること。 

また、交差点に既存の家屋、高い擁壁又はがけなどがあり、やむを得ず片隅切となる場合は、 

次表の寸法の 1.5倍以上を確保するとともに、通行の安全上支障のない措置を講じること。 

 ただし、隅切り寸法及び形状や隅切りの設置要否について管理者との協議が整う場合にあっては 

この限りでない。 



8 

 

                     道路と隅切寸法              （単位：ｍ） 

道路幅員 20ｍ 15ｍ 12ｍ 
10ｍ以下 

６ｍ以上 
５ｍ ４ｍ 

20ｍ 
10 
12 
８ 

８ 
10 
６ 

６ 
８ 
５ 

５ 
６ 
４ 

４ 
５ 
３ 

３ 
４ 
２ 

15ｍ 
８ 
10 
６ 

８ 
10 
６ 

６ 
８ 
５ 

５ 
６ 
４ 

４ 
５ 
３ 

３ 
４ 
２ 

12ｍ 
６ 
８ 
５ 

６ 
８ 
５ 

６ 
８ 
５ 

５ 
６ 
４ 

４ 
５ 
３ 

３ 
４ 
２ 

10ｍ以下 
６ｍ以上 

５ 
６ 
４ 

５ 
６ 
４ 

５ 
６ 
４ 

５ 
６ 
４ 

４ 
５ 
３ 

３ 
４ 
２ 

５ｍ 
４ 
５ 
３ 

４ 
５ 
３ 

４ 
５ 
３ 

５ 
６ 
４ 

４ 
５ 
３ 

３ 
４ 
２ 

４ｍ 
３ 
４ 
２ 

３ 
４ 
２ 

３ 
４ 
２ 

５ 
６ 
４ 

３ 
４ 
２ 

３ 
４ 
２ 

 

 

 

 

 

（注）道路幅員が表の中間値の場合は、四捨五入した整数値とする 

 

   隅切り寸法（Ｘ）の取り方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上段（交差角 90度前後） 

中段（交差角 45度以上 60度以下） 

下段（交差角 120度以上） 
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２ 建築物の敷地 

街区内において、土質、のり面勾配又は高低差により土砂の流出のおそれのある場合は、土留その他必要 

な措置をすること。 

３ 公園・緑地など（主として、自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為は除く。） 

（１）開発区域の面積が 0.3ｈａ以上５ｈａ未満の開発行為にあっては、開発区域に、面積の合計が開発区域の 

面積の３％以上の公園、緑地又は広場が設けられていること。ただし、開発区域の周辺に相当規模の公園、 

緑地又は広場が存する場合、予定建築物などの用途が住宅以外のものであり、かつ、その敷地が一である場 

合など開発区域の周辺の状況並びに予定建築物などの用途及び敷地の配置を勘案して特に必要がないと認 

められる場合は、この限りでない。 

（２）開発区域の面積が５ｈａ以上の開発行為にあっては、次に定めるところにより、その利用者の有効な利用 

が確保されるような位置に公園（予定建築物などの用途が住宅以外のものである場合は、公園、緑地又は広 

場。）を設けなければならない。 

ア 公園の面積は、１箇所 300ｍ２以上であり、かつ、その面積の合計が開発区域の面積の３％以上である 

こと。 

イ 開発区域の面積が 20ｈａ未満の開発行為にあってはその面積が 1,000ｍ２以上の公園が１箇所以上、 

 開発区域の面積が 20ｈａ以上の開発行為にあってはその面積が1,000ｍ２以上の公園が２箇所以上であ 

ること。 

開発区域 

の面積 

必要面積 

 

 

設置施設 目的 配置及び面積の基準 

0.3ｈａ以上 

５ｈａ未満 
３％以上 

【住宅の場合】 

公園 

良好な住環境の

形成 
公園の最低面積：150ｍ２以上 

【住宅以外の場合】 

公園・緑地・広場の

いずれか 

防災上必要な空

地 
公園などの最低面積：150ｍ２以上 

５ｈａ以上 

20ｈａ未満 
３％以上 

【住宅の場合】 

公園 

良好な住環境の

形成 

公園の最低面積：300ｍ２以上 

1,000ｍ２以上の公園が１箇所以上必要 

【住宅以外の場合】 

公園・緑地・広場の

いずれか 

防災上必要な空

地 

公園などの最低面積：300ｍ２以上 

1,000ｍ２以上の公園が１箇所以上必要 

20ｈａ以上 ３％以上 

【住宅の場合】 

公園 

良好な住環境の

形成 

公園の最低面積：300ｍ２以上 

1,000ｍ２以上の公園が２箇所以上必要 

【住宅以外の場合】 

公園・緑地・広場の

いずれか 

防災上必要な空

地 

公園などの最低面積：300ｍ２以上 

1,000ｍ２以上の公園が２箇所以上必要 

    なお、開発行為における公園の設置については、施設管理者と十分協議すること。 

（３）公園などと調整池とを兼用する場合は、別紙３の｢宅地開発に伴い設置される洪水調節（整）池の多目 

的利用指針｣によること。 

開発区域の面積

に占める割合 
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なお、この場合、調整池として利用する旨を明示した使用注意事項を掲示し、利用者への周知を図るこ 

と。 

（４）地域森林計画対象森林における面積が１ｈａ（太陽光発電設備の設置については 0.5ｈａ）を超える開発 

行為及び用地事情などからやむを得ず保安林を解除して行う開発行為にあっては、開発行為に係る目的、 

形態、周辺における土地利用の実態などに応じ、第５個別基準により相当面積の森林などを残置し又は造 

成すること。この場合において、残置し又は造成する森林などは、次のとおりとする。 

ただし、保安林解除を伴う開発行為であって、保安林の解除面積が５ｈａ以上の場合又は事業区域内の 

森林の面積に占める保安林の面積が 10％以上の場合（保安林の解除面積が１ｈａ未満の場合を除く。）に 

ついては、第５個別基準中の下線の字句を｛ ｝書きの字句に読み替えるものとする。 

ア 現況森林の植生を保存することを原則とし、やむを得ず一時的に土地の形質を変更する必要がある場 

合には、可及的速やかに伐採前の植生状態まで回復を図ることを原則として森林などが造成されるもの 

であること。 

イ 原則として開発行為をしようとする者が、将来においても権原を有して善良に維持管理するものであ 

ること。 

ウ 造成森林については、必要に応じ植物の生育に適するように表土の復元、客土などの措置を講じ、地 

域の自然的条件に適する原則として樹高１ｍ以上の高木性樹木を、次表を基準として均等に分布するよ 

う植栽する。なお、修景効果を併せ期待する造成森林にあっては、できるだけ大きな樹木を植栽するよ 

う努めるものとする、また、硬岩切土面などの確実な成林が見込まれない箇所は、造成森林には含まな 

いものとする。 

樹 高 植栽本数（１ｈａ当たり） 

１ｍ 2,000本 

２ｍ 1,500本 

３ｍ 1,000本 

（５）立木竹の伐採は、必要最小限にとどめ、保存及び回復に最大限の努力を払うとともに、在来樹種などに 

より計画的に緑化すること。 

（６）開発区域の面積が１ｈａ以上の開発行為にあっては、開発区域及びその周辺の地域における環境を保全 

するため、開発行為の目的及び第２一般的基準１基本的事項（１）のアからエまでに掲げる事項を勘案 

して、開発区域における植物の生育の確保上必要な措置が講ぜられるよう次に掲げる事項の設計が定めら 

れていること。 

ア 高さが 10ｍ以上の健全な樹木又は樹木の高さが５ｍ以上で、かつ、面積が 300ｍ２以上の健全な樹木 

の集団（一団の樹林地で樹木が 10ｍ２あたりおおむね１本以上の割合で存する場合）については、その 

存する土地を公園又は緑地として配置するなどにより、当該樹木又は樹木の集団の保存の措置が講ぜら 

れていること。 

ただし、開発行為の目的及び第２ 一般的基準 １基本的事項（１）のアからエまでに掲げる事項と 

当該樹木又は樹木の集団の位置とを勘案してやむを得ないと認められる場合は、この限りでない。 

イ 高さが１ｍを超える切土又は盛土が行われ、かつ、その切土又は盛土をする土地の面積が 1,000ｍ２以 

上である場合には、当該切土又は盛土を行う部分（道路の路面の部分その他の植栽の必要がないことが 
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明らかな部分及び植物の生育が確保される部分を除く。）について表土の復元、客土、土壌の改良などの 

措置が講ぜられていること。 

（７）開発区域の面積が１ｈａ以上で騒音、振動などによる環境の悪化をもたらすおそれがある予定建築物な 

どの建築又は建設の用に供する目的で行う開発行為にあっては、開発区域及びその周辺の地域における環 

境を保全するため、第２一般的基準１基本的事項（１）のアからエまでに掲げる事項を勘案して、騒音、 

振動などによる環境の悪化の防止上必要な緑地帯その他の緩衝帯が、次表に掲げる幅員以上、開発区域の 

境界にそってその内側に配置されていなければならない。ただし、開発区域の土地が開発区域外にある公 

園、緑地、河川などに隣接する部分については、その規模に応じ、緩衝帯の幅員を減少し、又は、緩衝帯 

を配置しないことができる。 

開発区域の面積 緩衝帯の幅員 

１ｈａ以上 1.5ｈａ未満 ４ｍ 

1.5ｈａ以上 ５ｈａ未満 ５ｍ 

５ｈａ以上 15ｈａ未満 10ｍ 

15ｈａ以上 25ｈａ未満 15ｍ 

25ｈａ以上 20ｍ 

４ 利便施設 

主として住宅の建築の用に供する目的で行う 20ｈａ以上の開発行為にあっては、開発区域における利便 

の増進と開発区域及びその周辺の地域における環境の保全とが図られるように、当該開発行為の規模に応じ 

必要な教育施設、医療施設、交通施設、購買施設その他の公益的施設が、それぞれの機能に応じ居住者の有 

効な利用が確保されるような位置及び規模で配置されていなければならない。ただし、市との協議のうえ、 

周辺の状況により必要がないと認められるときは、この限りでない。 

① その他の公益施設とは、行政施設（交番、市の庁舎、出張所など）、集会施設（集会所、 

公民館など）などのことをいう。 

② 配置されていなければならないとは、開発者が自ら整備すべき旨を定めたものではなく、 

それぞれの施設の管理予定者と協議したうえで、用地を確保しておけば足りることとなる。 

５ 土工事 

本基準に示されていない事項については、「盛土等防災マニュアルの解説」を参考にすること。 

（１）地盤の沈下又は開発区域外の地盤の隆起が生じないように、土の置換え、水抜きその他の措置が講じら 

れていること。 

（２）切土又は盛土をする場合において、雨水その他の地表水又は地下水（以下「地表水等」という。）により 

がけ崩れ又は土砂の流出が生じるおそれがあるときは、開発区域内の地表水等を有効かつ適切に排出するこ 

とができるように、排水施設が設置されていること。排水施設は、その管きょの勾配及び断面積が、切土又 

は盛土をした土地及びその周辺の土地の地形から想定される集水地域の面積を用いて算定した地表水等の 

計画排水量を有効かつ適切に排出することができる排水施設とする。 

また、盛土をする前の地盤面から盛土の内部に地下水が侵入するおそれがあるときは、当該地下水を排除 

することができるよう、当該地盤面に排水施設を設置すること。 

（３）開発事業等に伴って生じるがけ面については、風化その他の浸食から保護されるよう、擁壁（これによ 



12 

 

り難い場合はがけ面崩壊防止施設）、のり面保護工（石張り、芝張り、モルタルの吹付けなど）その他の措 

置が講ぜられていること。また、開発事業に伴って生じる地表面については、当該地表面が雨水その他の 

地表水による浸食から保護されるよう、のり面保護工（植栽、芝張り、板柵工など）その他の措置が講ぜ 

られていること。地表面は、がけ面（（地表面が水平面に対し 30度を超える角度をなすもの（硬岩盤以外）） 

とがけ面以外の地表面（地表面が水平面に対し 30度以下の角度をなすもの）に区分される。設置を要する 

構造物等の区分を下表に示す。    

土工区分 地表面の勾配 設置を要する構造物等 

盛土 
がけ面（水平面に対し 30度を超える） 擁壁／がけ面崩壊防止施設 

がけ面以外の地表面（水平面に対し 30度以下） のり面保護工※１ 

切土 
がけ面（水平面に対し 30度を超える） 

擁壁／がけ面崩壊防止施設※２ 

のり面保護工※１ 

がけ面以外の地表面（水平面に対し 30度以下） のり面保護工※１ 

 ※１：土地利用等により保護する必要がないことが明らかな地表面を除く。 

 ※２：擁壁の設置を要しない切土のり面の土質・勾配を満足する場合を除く。 

ア 切土をした土地の部分に生ずる高さが２ｍをこえるがけ、盛土をした土地の部分に生ずる高さが１ｍ 

をこえるがけ又は切土と盛土とを同時にした土地の部分に生ずる高さが２ｍをこえるがけのがけ面は、 

擁壁でおおわなければならない。ただし、切土をした土地の部分に生ずることとなるがけ又はがけの部 

分で次のいずれかに該当するもののがけ面については、この限りでない。 

  また、対象のがけ面において、基礎地盤の支持力が小さく擁壁設置後に壁体に変状が生じてその機

能および性能の維持が困難となる場合や、地下水や浸透水等を排除する必要がある場合等、擁壁の適

用に問題がある場合、擁壁に代えて、がけ面崩壊防止措置（第３．６（12））を適用する。 

（ア）土質が次の表の上欄に掲げるものに該当し、かつ、土質に応じ勾配が同表の中欄の角度以下のも 

の。 

土  質 
軟岩（風化の著しい
ものを除く。） 

風化の著しい岩 
砂利、真砂土、関東ローム、
硬質粘土その他これらに
類するもの 

擁壁を要しない勾配の上限 60度 40度 35度 

擁壁を要する勾配の下限 80度 50度 45度 

（イ）土質が（ア）の表の上欄に掲げるものに該当し、かつ、土質に応じ勾配が同表の中欄の角度をこ 

え同表の下欄の角度以下のもので、その上端から下方に垂直距離５ｍ以内の部分。 

軟岩 

（風化の著しいものを除く。） 
風化の著しい岩 

砂利、真砂土、関東ローム、硬質

粘土その他これらに類するもの 

   

また、この場合において、（ア）に該当するがけの部分により上下に分離されたがけの部分がある 

ときは、（ア）に該当するがけの部分は存在せず、上下のがけの部分は連続しているものとみなす。 
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イ アの規定の範囲の適用については、小段などによって上下に分離されたがけがある場合において、下 

層のがけ面の下端を含み、かつ、水平面に対し 30度の角度をなす面の上方に上層のがけ面の下端があ 

るときは、その上下のがけを一体のものとみなす。 

              

 

 

 

 

ウ アの規定は、土質試験などに基づき地盤の安定計算をした結果がけの安全を保つために擁壁の設置が 

必要でないことが認められた場合又は災害の防止上支障がないと認められる土地において擁壁の設置 

に代えて他の措置が講ぜられた場合には、適用しない。 

（４）のり面の勾配が 15度以上で垂直距離が５ｍを超える場合は、次に定める小段を設けること。 

ア 高さ５ｍごとに幅１～２ｍの小段 

イ 垂直距離が 15ｍを超える場合は、高さ 15ｍごとに３～５ｍ以上の幅広の小段 

ＡＢ及びＣＤのがけは一体とみなす 

ＡＢ及びＥＦのがけは一体とみなさない 
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ウ のり面の上部に自然斜面が続いているなど、切土又は盛土のり面以外からの表面水が流下する場所に 

は、のり肩排水溝を設けること。 

エ 小段には、小段上部のり面の下端に沿って、排水溝を設けること。また、小段は排水溝の方向に５％ 

程度の下り勾配をつけて施工し、排水溝に水が流れるようにすること。 

オ のり肩又は小段に設ける排水溝に集められた水をのり尻に導くため、縦排水溝を設けること。縦排水 

溝は、流量の分散を図るため間隔は 20ｍ程度とし、排水溝の合流する箇所には、必ずますを設けて、 

ますには、水が飛び散らないようにふた及び泥溜を設けること。 

（５）盛土をする場合には、盛土に地表水等の浸透による緩み、沈下、崩壊又はすべりが生じないように、お 

おむね 30ｃｍ以下（道路部においては 20ｃｍ以下）の厚さの層に分けて土を盛り、かつ、その層の土を 

盛るごとに、これをローラーその他これに類する建設機械を用いて締め固めるとともに、盛土の内部に浸 

透した地表水等を速やかに排除することができるよう、砂利その他の資材を用いて透水層を設けること。 

また、必要に応じて地すべり抑止ぐい又はグラウンドアンカーその他の土留（以下、｢地すべり抑止ぐ 

いなど｣という。）の設置その他の措置が講じられていること。 
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（６）著しく傾斜している土地において盛土をする場合には、盛土をする前の地盤と盛土とが接する面がすべ 

り面とならないように、段切りその他の措置が講ぜられていること。 

① 著しく傾斜している土地 

       現地盤の勾配が 15度（約１：４）以上又は旧谷部などの地下水位が高くなると予想される箇所 

② 段切り寸法 

       高さ 50ｃｍ以上、幅１ｍ以上 

③ 排水勾配 

       のり尻方向に３～５％程度 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）切土をする場合において、切土をした後の地盤にすべりやすい土質の層があるときは、その地盤にすべり 

が生じないように、地すべり抑止ぐいなどの設置、土の置換えその他の措置が講ぜられていること。 

（８）開発行為によってがけ（｢がけ｣とは、地表面が水平面に対し 30度を超える角度をなす土地で硬岩盤（風 

化の著しいものを除く。）以外のものをいう。）が生じる場合においては、がけの上端に続く地盤面には、 

特別な事情がない限り、そのがけの反対方向に雨水その他の地表水が流れるように勾配が付されているこ 

と。 

 

 

 

 

 

（９）山間部における河川の流水が継続して存する土地その他の宅地造成及び特定盛土等に伴い災害が生ずる 

おそれが特に大きい次に定める土地について、高さが 15ｍを超える盛土をする場合においては、盛土をし 

た後の土地の地盤について、土質試験その他の調査又は試験に基づく地盤の安定計算を行うことによりそ 

の安定が保持されるものであることを確かめること。 

ア 山間部における、河川の流水が継続して存する土地 

イ 山間部における、地形、草木の生茂の状況その他の状況がアの土地に類する状況を呈している土地 

ウ ア、イの土地及びその周辺の土地の地形から想定される集水地域にあって、雨水その他の地表水が集 

中し、又は地下水が湧出するおそれが大きい土地 
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（10）切土のり面の安定性の検討 

切土のり面の安定性の検討にあたっては、安定計算に必要な数値を土質試験などにより的確に求めるこ 

とが困難な場合が多いので、一般に次の事項を総合的に検討したうえで、のり面の安定性を確保するよう 

配慮する必要がある。 

 ア のり高が特に大きい場合（のり高 15ｍを超えるもの） 

   地山は一般に複雑な地層構成をなしていることが多いので、のり高が大きくなるに伴って不安定要因 

が増してくる。 

したがって、のり高が特に大きい場合には、地山の状況に応じて次のイ～キについて検討を加え、で 

きれば余裕のあるのり面勾配にするなど、のり面の安定化を図るよう配慮する必要がある。 

イ のり面が割れ目の多い岩又は流れ盤である場合 

地山には、地質構造上、割れ目が発達していることが多く、切土した際にこれらの割れ目に沿って崩 

壊が発生しやすい。したがって、割れ目の発達速度、岩の破砕の度合い、地層の傾斜などについて調査・ 

検討を行い、周辺の既設のり面の施工実績なども勘案のうえ、のり面勾配を決定する必要がある。 

ウ のり面が風化の速い岩である場合 

のり面が風化の速い岩である場合は、掘削時には硬く安定したのり面であっても、切土後の時間の経 

過とともに表層から風化が進み、崩壊が発生しやすくなるおそれがある。したがって、このような場合 

には、のり面保護工により風化を抑制するなどの配慮が必要である。 

エ のり面が浸食に弱い土質である場合 

砂質土からなるのり面は、表面流水による浸食に特に弱く、落石、崩壊及び土砂の流出が生じる場合 

が多いので、地山の固結度及び粒度に応じた適切なのり面勾配とするとともに、のり面全体の排水など 

に十分配慮する必要がある。 

オ のり面が崩積土などである場合 

崖（がい）すいなどの固結度の低い崩積土からなる地山において、自然状態よりも急な勾配で切土を 

した場合には、のり面が不安定となって崩壊が発生するおそればあるので、安定性の検討を十分に行い、 

適切なのり面勾配を設定する必要がある。 

カ のり面に湧水などが多い場合 

湧水の多い箇所又は地下水位の高い箇所を切土する場合には、のり面が不安定になりやすいので、の 

り面勾配を緩くしたり、湧水の軽減及び地下水位の低下のためののり面排水溝を検討する必要がある。 

キ のり面又はがけの上端面に雨水が浸透しやすい場合 

切土によるのり面又はがけの上端面に砂層、礫層などの透水性の高い地層又は破砕帯が露出するよう 

な場合には、切土後に雨水が浸透しやすくなり、崩壊の危険性が高くなるので、のり面を不透水材料で 

覆うなどの浸透防止策を検討する必要がある。 

（11）盛土のり面の安定性の検討 

盛土のり面の勾配は、のり高、盛土材料の種類などに応じて適切に設定し、原則として 30度以下とす 

ること。 
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ア 盛土のり面が、次のような場合には、盛土のり面の安定性の検討を十分に行った上で勾配を決定する 

こと。 

（ア）のり高が 15ｍ以上の場合 

（イ）片切り・片盛り、腹付け盛土、斜面上の盛土、谷間を埋める盛土など、盛土が地山から流水、湧水 

及び地下水の影響を受けやすい場合 

（ウ）盛土箇所の原地盤が軟弱地盤や地すべり地など、不安定な場合 

（エ）住宅などの人の居住する施設が隣接しているなど、盛土の崩壊が隣接物に重大な影響を与えるお 

それがある場合 

（オ）腹付け盛土(盛土をする前の地盤面が水平面に対して 20度以上の角度をなし、かつ、盛土の高さ 

が５ｍ以上であるもの。）となる場合 

（カ）締固め難い材料を盛土に用いる場合 

イ 盛土のり面の安定性の検討に当たっては、次の各事項に十分留意すること。 

ただし、のり面勾配等の決定にあたっては、安定計算に加え、近隣又は類似土質条件の施工実績・災 

害事例などを十分に参照したうえで総合的に検討することが大切である。 

（ア）安定計算 

盛土のり面の安定性については、円弧すべり面法により検討することを標準とする。また、円弧す 

べり面法のうち簡便なフェレニウス式（簡便法）によることを標準とするが、現地状況などに応じて 

他の適切な安定計算式を用いる。 

（イ）設計強度定数 

安定計算に用いる粘着力及び内部摩擦角の設定は、盛土に使用する土を用いて、現場含水比及び現 

場の締固め度に近い状態で供試体を作成し、せん断試験を行うことにより求めることを原則とする。 

（ウ）間げき水圧 

盛土の施工に際しては、適切に地下水排除工等を設けることにより、盛土内に間げき水圧が発生し 

ないようにすること。しかし、事業区域内における地下水位又は間げき水圧の推定は未知な点が多く、 

これらはのり面の安全性に大きく影響を及ぼす。このため、地下水及び降雨時の浸透水の集中により 

間げき水圧が上昇することが懸念される盛土では、間げき水圧を考慮した安定計算によって盛土法面 

の安定性を検討することが望ましく特に渓流等における高さ 15ｍ以上の盛土は、間げき水圧を考慮 

した安定計算を標準とする。安定計算にあたっては、盛土の下部又は側方からの浸透水による水圧を 

間げき水圧とし、必要に応じて、雨水の浸透によって形成される地下水による間げき水圧及び盛土施 

工に伴って発生する過剰間げき水圧を考慮すること。 

また、これらの間げき水圧は、現地の状況等を踏まえ、適切に推定することが望ましい。 

なお、十分締固めた盛土では液状化等による盛土の強度低下は生じにくいが、火山灰質土等の締固 

め難い材料を用いる盛土や、渓流等における高さ 15ｍ超の盛土については液状化現象を考慮し、液 

状化判定等を実施する。 

（エ）最小安全率 
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盛土のり面の安定に必要な最小安全率（Ｆｓ）は、盛土施工直後において、Ｆｓ≧1.5であること 

を標準とする。 

また、地震時の安定性を検討する場合の安全率は、大地震時にＦｓ≧1.0とすることを標準とする。 

なお、大地震時の安定計算に必要な設計水平震度は、0.25に建築基準法施行令第 88条第 1項に規定 

するＺの数値を乗じて得た数値とする。 

（オ）その他 

構造計算などにおいて本基準に示されていない事項については、「盛土等防災マニュアルの解説」を 

参考にすること。 

（12）盛土全体の安定性の検討 

ア 造成する盛土の規模が、次に該当する場合は、盛土全体の安定性を検討すること。 

（ア）谷埋め型大規模盛土造成地 

盛土をする土地の面積が 3,000ｍ２以上であり、かつ、盛土をすることにより、当該盛土をする土 

地の地下水が盛土をする前の地盤面の高さを超え、盛土の内部に侵入することが想定されるもの 

（イ）腹付け型大規模盛土造成地 

盛土をする前の地盤面が水平面に対し 20度以上の角度をなし、かつ、盛土の高さが５ｍ以上とな 

るもの 

イ 検討に当たっては、次の各事項に十分留意すること。ただし、安定計算の結果のみを重視して盛土形 

状を決定することは避け、近隣又は類似土質条件の施工実績、災害事例などを十分参照すること。 

（ア）安定計算 

谷埋め型大規模盛土造成地の安定性については、二次元の分割法により検討することを標準とする。 

ただし、渓流等における盛土は（14）及び「盛土等防災マニュアルの解説」を参照すること。 

腹付け型大規模盛土造成地の安定性については、二次元の分割法のうち簡便法により検討するこ 

とを標準とする。 

（イ）設計強度定数 

安定計算に用いる粘着力及び内部摩擦角の設定は、盛土に使用する土を用いて、現場含水比及び現 

場の締固め度に近い状態で供試体を作成し、せん断試験を行うことにより求めることを原則とする。 

（ウ）間げき水圧 

盛土の施工に際しては、適切に地下水排除工を設けることにより、盛土内に間げき水圧が発生しな 

いようにすること。 

しかし、計画区域内における地下水位又は間げき水圧の推定は未知な点が多く、これらは、のり面 

全体の安全性に大きく影響を及ぼす。このため、地下水及び降雨時の浸透水の集中により間げき水圧 

が上昇することが懸念される盛土では、間げき水圧を考慮した安定計算によって盛土全体の安定性を 

検討すること。安定計算にあたっては、盛土の下部又は側方からの浸透水による水圧を間げき水 

圧とし、必要に応じて、雨水の浸透によって形成される地下水による間げき水圧及び盛土施工に伴っ 

て発生する過剰間げき水圧を考慮する。 
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また、これらの間げき水圧は、現地の状況等を踏まえ、適切に推定することが望ましい。 

なお、十分締固めた盛土では液状化等による盛土の強度低下は生じにくいが、火山灰質土等の締固 

め難い材料を用いる盛土や、渓流等における高さ 15ｍ超の盛土については液状化現象を考慮し、液 

状化判定等を実施する。 

（エ）最小安全率 

盛土の安定については常時の安全性を確保するとともに、地震時の安定性を検討する場合の最小安 

全率（Ｆｓ）は、大地震時にＦｓ≧1.0とすることを標準とする。 

なお、大地震時の安定計算に必要な設計水平震度は、0.25に建築基準法施行令第 88条第 1項に規 

定するＺの数値を乗じて得た数値とする。 

（13）渓流等における盛土等 

渓流等における盛土は、盛土内にまで地下水が上昇しやすく、崩壊発生時に渓流を流下し大規模な災害 

となりうることから、慎重な計画が必要であり、極力避ける必要がある。やむを得ず、渓流等に対し盛土 

を行う場合には、原地盤及び周辺地盤の地形、地質、土質、湧水及び地下水等の現地状況を調査し、土砂 

流出に対する盛土の安全性や盛土周辺からの地表水や地下水等に対する盛土の安全性の検討を行い、通常 

の盛土の規定に加え、次の措置を講ずる必要がある。また、渓流等に限らず、湧水やその痕跡が確認され 

る場合においても、渓流等における盛土と同様な措置を講ずる必要がある。 

なお、渓流等の範囲とは、渓床 10度以上の勾配を呈し、０次谷を含む一連の谷地形であり、その底部 

の中心線からの距離が 25ｍ以内の範囲を基本とする。 

ア 盛土高 

盛土の高さは 15ｍ以下を基本とし、（12）に示す安定計算等の措置を行う。ただし、盛土の高さが 15 

ｍを超える場合は、次のとおりとする。 

（ア）より詳細な地質調査、盛土材料調査、土質試験等を行ったうえで二次元の安定計算を実施し、基礎 

地盤を含む盛土の安全性を確保しなければならない。 

（イ）間げき水圧を考慮した安定計算を標準とする。（(12）を参照） 

（ウ）液状化判定等を実施する。（(12）を参照） 

（エ）渓流等に対し高さ 15ｍを超え、かつ５万立方ｍを超える盛土は、二次元の安定計算に加え、三次 

元の変形解析や浸透流解析等（以下「三次元解析」という。）により多角的に検証を行うことが望ま 

しい。ただし、三次元解析を行う場合には、より綿密な調査によって解析条件を適切に設定しなけれ 

ば、その精度が担保されないこと、結果の評価には高度な技術的判断を要することに留意する必要が 

あることや、綿密な調査の結果等から、二次元の変形解析や浸透流解析等（以下「二次元解析」とい 

う。）での評価が適当な場合には、二次元解析を適用する。 

イ のり面処理 

（ア）のり面の下部については、湧水等を確認するとともに、その影響を十分に検討し、必要に応じて、 

擁壁等の構造物を検討するものとする。 

（イ）のり面は、必ず植生等によって処理するものとし、裸地で残してはならない。 
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（ウ）のり面の末端が流れに接触する場合には、のり面は、盛土の高さにかかわわらず、豪雨時に想定さ 

れる水位に対し十分安全を確保できる高さまで構造物で処理しなければならない。 

ウ 排水施設 

盛土等を行う土地に流入する渓流等の流水は、盛土内に浸透しないように、原則として開水路によっ 

て処理し、地山からの浸出水のみ暗きょ工にて処理するものとする。また、渓流を埋め立てる場合には、 

本川、支川をとわず在来の渓床に必ず暗きょ工を設けなければならない。 

エ 工事中及び工事完了後の防災 

工事中の土砂の流出や河川汚濁を防止するため、防災ダムや沈泥池等を設ける必要がある。また、工 

事完了後の土砂の流出を防止するため沈砂池を設けなければならない。防災ダムは、工事中に土砂の流 

出がない場合には、工事完了後、沈砂池として利用できる。 

（14）がけ面以外の地盤面に講ずる措置 

開発事業等に伴って生じる地盤面は、植生が失われ裸地となることにより、風化や雨水等による浸食や 

洗堀が生じやすい。浸食や洗堀が進行した場合、崩壊が生じる可能性がある。 

このためがけ面以外の地盤面についても、浸食や洗堀を防止するため、排水施設等の設置により適切に 

排水を行うとともに、植生工等により地盤面を保護する必要がある。 

特に、太陽光発電施設等の施設が設置される地盤については、施設の設置に伴う雨水の流出量の増大等 

が生じ、浸食を生じやすくなることが想定されるため、十分な検討を行うことが大切である。 

なお、次の各事項に該当するものは、地盤面の保護を要さない。 

ア 排水勾配を付した盛土等の上面 

イ 道路の路面の部分その他の地盤面を保護する必要がないことが明らかなもの 

ウ 農地等で植物の生育が確保される地盤面 

（15）開発行為によって生ずるがけのがけ面は、擁壁でおおう場合を除き、石張り、芝張り、モルタルの吹 

  付けなどによって風化その他の浸食に対して保護しなければならない。 

なお、吹付工を施工する場合、金網を張った上で、吹付厚さの標準は次のとおりとする。 

ア モルタル吹付工の場合は、８ｃｍ 

イ コンクリート吹付工の場合は、10～20ｃｍ 

（16）開発行為によって生ずるがけの形状などにより、宅地や開発可能地付近及びがけ面に対し、土砂災害 

  警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律に基づき、土砂災害警戒区域などに指定される 

  場合がある。 

６ 擁壁等の構造 

がけ面に設置する擁壁の構造は、鉄筋コンクリート造、無筋コンクリート造又は練積み造（石積み、コン 

クリートブロック積み）とすること。 

なお、構造計算などにおいて本基準に示されていない事項については、｢盛土等防災マニュアルの解説｣を 

参考にすること。 
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（１）鉄筋、無筋コンクリート造擁壁の構造 

ア 鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート造擁壁の設計に当たっては、土質条件、荷重条件などの設 

計条件を的確に設定した上で、高さ（Ｈ）が１ｍを超える擁壁については、常時及び地震時における擁 

壁の要求性能を満足するように、次の各項目について安全性を検討するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

（ア）土圧、水圧、自重など（以下｢土圧など｣という。）によって擁壁が破壊されないこと。 

（イ）土圧などにより擁壁が転倒しないこと。     

（ウ）土圧などにより擁壁の基礎がすべらないこと。  

（エ）土圧などにより擁壁が沈下しないこと。 

            擁壁の安定計算における安全率（Ｆｓ）及び地盤の支持力度 

       擁壁の安定計算における安全率及び地盤の支持力度は、次のとおりとする。 

 常  時 地 震 時 

部材応力 長期許容応力度以内 終局耐力※（設計基準強度及び基準強度）以内 

転  倒 Ｆｓ≧ 1.5 Ｆｓ≧ 1.0 

滑  動 Ｆｓ≧ 1.5 Ｆｓ≧ 1.0 

支 持 力 Ｆｓ≧ 3.0 Ｆｓ≧ 1.0 

    ※終局耐力とは、曲げ、せん断、付着割裂などの終局耐力をいう。 

（オ）擁壁に作用する土圧の水平成分によるすべりに対しては、突起を設けなくても安全であるよう設計 

することが望ましいが、やむを得ず擁壁底版に突起を設ける場合は次によること。 

ａ 突起の高さは底版幅に対して 0.10～0.15の範囲内とする。 

ｂ 底版幅は、突起なしでもすべりに対する安全率 1.0を確保できる幅とする。 

ｃ 突起の位置は、擁壁背面側（後方）に設ける。 

ｄ 突起は硬質地盤（堅固な地盤や岩盤）に対して適用することを原則とする。（軟質地盤では突起 

があっても、通常の基礎下部の施工条件の場合には、せん断面が突起なしの場合と大きく変わらな 

いため） 

ｅ 突起は堅固な地盤や岩盤に対して、これらの地盤を乱さないように、また周辺地盤との密着性を 

確保するように施工すること。 
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イ 設計条件の設定 

（ア）外力の設定 

土の単位体積重量、内部摩擦角などの土質条件、土圧、水圧、自重などの荷重条件及び鋼材・コン 

クリートなどの擁壁部材の許容応力度、地盤の許容応力度などを適切に設定しなければならない。 

ａ 土質条件 

土質定数は、原則として土質調査・原位置試験に基づき求めたものを使用する。 

ただし、これによることが適当でない場合や、小規模な開発事業においては、表１及び表２を 

用いることができる。 

         表１ 

土     質 
単位体積重量 
（ｋＮ／ｍ３） 

土圧係数※ 

砂利又は砂 18 0.35 

砂質土 17 0.40 

シルト、粘土又はそれらを多量に含む土 16 0.50 

※土圧係数は、背面土の勾配を 90度以下、余盛などの勾配及び高さをそれぞれ 30度以下 

及び１ｍ以下とし、かつ擁壁の上端に続く地盤面などには積載荷重がない条件に合致する 

場合に用いることができる。 

       表２ 

土     質 摩擦係数 

岩、岩屑、砂利又は砂 0.5 

砂質土 0.4 

シルト、粘土又はそれらを多量に含む土 

（擁壁の基礎底面から少なくとも 15ｃｍまでの深さの土を砂利又は

砂に置き換えた場合に限る。） 

0.3 

ｂ 荷重条件 

擁壁の設計に用いる荷重については、擁壁の設置箇所の状況などに応じて必要な荷重を適切に 

設定すること。 

（ａ）土圧 

① 土圧の計算は、ランキン、クーロン、テルツアギなどの各理論によること。 

② 擁壁に作用する土圧は、裏込め地盤の土質や擁壁の形状などに応じて、実状にあわせて算出 

することを原則とする。 

また、盛土の場合でこれによることが困難な場合や、小規模な開発事業において表１の値を 

用いることができる。 

（やわらかい地盤） 

※せん断面は深い位置に生じる 
（硬質地盤） 

※突起部にせん断が生じる 
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③ 裏込土の内部摩擦角として、30度を超えるものを使用する場合は、その根拠となる土質調 

査試験の結果を添付すること。 

（ｂ）水圧 

水圧は、擁壁の設置箇所の地下水位を想定して擁壁背面に静水圧として作用させるものとす 

るが、水抜穴などの排水処理を規定どおり行い、地下水位の上昇が想定されない場合は、考慮 

しなくてもよい。 

（ｃ）自重 

擁壁の設計に用いる自重は、躯体重量のほか、逆Ｔ型、Ｌ型擁壁などの片持ちばり式擁壁の 

場合には、仮想背面のとり方によって計算上の擁壁の自重が異なるので注意すること。 

        （単位体積重量） 

材   料 
単位体積重量 
（ｋＮ／ｍ３） 

コンクリート 23 

鉄筋コンクリート 24 

（ｄ）地震時荷重 

擁壁自体の自重に起因する地震時慣性力と裏込め土の地震時土圧を考慮する。ただし、設 

計に用いる地震時荷重は、地震時土圧による荷重、又は擁壁の自重に起因する地震時慣性力 

に常時の土圧を加えた荷重のうち大きい方とする。なお、表１及び表２を用いる場合は、擁 

壁の自重に起因する地震時慣性力と表１の土圧係数を用いるものとする。 

（ｅ）積載荷重 

擁壁の設置箇所の実状に応じて、建築物、工作物、積雪などによる積載荷重を考慮する。 

（参考）         

住宅地（木造平屋建）  ５ｋＮ／ｍ２ 

住宅地（木造２階建）   10ｋＮ／ｍ２ 

道 路          10ｋＮ／ｍ２ 

（ｆ）フェンス荷重 

擁壁の天端にフェンスを直接設ける場合は、実情に応じて、適切なフェンス荷重を考慮す 

る。 

なお、宅地擁壁の場合は、擁壁天端より高さ 1.1ｍの位置にＰｆ＝１ｋＮ／ｍ程度の水平荷 

重を作用させる。 

（イ）外力の作用位置と壁面摩擦角など 

ａ 土圧などの作用面と壁面摩擦角など 

土圧の作用面は原則として躯体コンクリート背面とし、壁面摩擦角は土とコンクリートの場 

合は、常時において２φ／３を用いる（φ：土の内部摩擦角）。ただし、擁壁背面に石油系素材 

の透水マットを使用した場合には、壁面摩擦角をφ／２とする。また、地震時においては透水 

マットの有無にかかわらず、φ／２とする。 
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ｂ 土圧などの作用点 

土圧合力の作用位置は、土圧分布の重心位置とする。 

（ウ）擁壁部材（鋼材及びコンクリート）の許容応力度 

鋼材及びコンクリートの許容応力度について、以下のとおり建築基準法施行令を準用する。 

ａ 鋼材の許容応力度は、建築基準法施行令第 90条による。 

建築基準法施行令第 90条                      （Ｎ／ｍｍ２） 

鉄筋の種類 SD295 SD345 

引張応力度 

地震荷重を含まない 195.00 195.00 

地震荷重を含まない 195.00 195.00 

地震荷重を含む 295.00 345.00 

重ね継手長又は定着長算出用 195.00 195.00 

圧縮応力度 195.00 195.00 

ｂ コンクリートの許容応力度は、建築基準法施行令第 91条による。また、重力式擁壁などの無 

筋コンクリート造擁壁が、地震時において壁体内部に引張力が発生する場合のコンクリートの 

許容引張応力度は、許容圧縮応力度の１／10を目安とすることができる。 

建築基準法第 91条                          （Ｎ／ｍｍ２） 

 
無筋コンクリート 鉄筋コンクリート 

18.00 21.00 21.00 24.00 27.00 30.00 

曲げ圧縮応力度 6.00 7.00 7.00 8.00 9.00 10.00 

軸圧縮応力度 0.60 0.70 5.50 6.50 7.50 8.50 

コンクリートのみで

せん断力を負担する

場合のせん断応力度 

― ― 0.70 0.73 0.76 0.79 

斜引張鉄筋と共同 

して負担する場合の 

せん断応力度 

― ― 1.60 1.70 1.80 1.90 

押抜せん断応力度 ― ― 0.85 0.90 0.95 1.00 

付着応力度 ― ― 2.10 2.31 2.43 2.55 

（エ）鋼材のかぶり、重ね継手長及び定着長 

鋼材のかぶり（鋼材の表面とコンクリート表面との最小間隔：純かぶり）は、鉛直壁で４ｃｍ以上、 

底版では６ｃｍ以上とすること。 

また、重ね継手長及び定着長は、鉄筋の径（重ね継手において径の異なる鉄筋を継ぐ場合は、細い 

鉄筋の径）の 40倍以上とすること。 

（オ）基礎地盤の許容応力度（許容支持力度） 

宅地造成及び特定盛土等規制法では、建築基準法施行令第 93条及び第 94条に基づいて定めた値を 

採用する。 

また、都市計画法の開発許可における地盤の許容応力度は、原則として地盤調査結果に基づき決定 

すること。この地盤調査結果を受けて、擁壁高さ５ｍ程度以下の工事の場合は、建築基準法施行令第 

93条の表に示す値を使用することができる。 
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建築基準法施行令第 93条 

地  盤 
長期に生ずる力に対する 

許容応力度（ｋＮ／ｍ２） 

短期に生じる力に対する 

許容応力度（ｋＮ／ｍ２） 

岩  盤 1、000   長期に生ずる力に対する許容

応力度のそれぞれの数値の２

倍とする。 

固結した砂 500   

土丹盤 300   

密実な礫層 300   

密実な砂質地盤 200   

砂質地盤 
（地震時に液状化のおそ

れのないものに限る。） 

50   

堅い粘土質地盤 100   

粘土質地盤 20   

堅いローム層 100   

ローム層 50   

（カ）地震力 

大地震時の標準設計水平震度は、0.25に建築基準法施行令第 88条第 1項に規定するＺの数値を乗 

じて得た数値とする。 

（キ）底版と基礎地盤の摩擦係数 

擁壁底面と基礎地盤の摩擦係数は、表２によること。ただし、基礎地盤の土質試験などの結果によ 

る内部摩擦角を用いる場合には、表２にかかわらず摩擦係数の値は 0.6を上限としてｔａｎφ（プ 

レキャストコンクリートの場合はｔａｎ２／３φ）を用いることができる。（φ：内部摩擦角） 

ウ その他 

（ア）根入れの深さは、原則として擁壁の高さの 15／100（その値が 35ｃｍに満たないときは 35ｃｍ） 

以上とすること。 

ただし、基礎地盤が「別表 練積み造擁壁の各部の構造寸法表」における第三種相当（以下、｢軟 

弱な場合｣という。）の場合は、擁壁の高さの 20／100（その値が 45ｃｍに満たないときは 45ｃｍ） 

以上とすること。 

（イ）擁壁の高さは、原則として 10ｍ以下とすること。 

（ウ）無筋コンクリートの４週圧縮強度は、１ｍｍ２につき 18Ｎ以上であること。 

（エ）擁壁には、その裏面の排水を良くするため、壁面の面積３ｍ２以内ごとに少なくとも１個の内径が 

7.5ｃｍ以上の陶管その他これに類する耐水性の材料を用いた水抜穴を設け、かつ、擁壁の裏面の水 

抜き穴の周辺その他必要な場所には、砂利その他の資材を用いて透水層を設けなければならない。 

（オ）建設省制定の土木構造物標準設計を使用する場合で当該標準設計に定められている各数値が土質 

  試験などにより確かめられたものは構造計算書を省略することができる。 

ただし、宅地部分に使用する場合であって、地震時の検討が必要な場合は、地震時を考慮している

か、設計条件を確認すること。 

（カ）もたれ式擁壁は、次の条件のもと使用することとする。 

ａ もたれ式は、地山あるいは裏込め土などによって支えられながら、自重により土圧に抵抗する 

型式のものであるため、設計の考え方は重力式擁壁に準じて取り扱うこと。 
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ｂ 切土に用いること。 

ｃ 擁壁の高さは５ｍ以下とすること。 

（２）練積み造擁壁の構造 

ア 石材その他の組積材は、控え長さが 30ｃｍ以上のものを使用し、コンクリートを用いて一体化を図る

とともに、その背面を栗石砂利で有効に裏込めすること。 

イ 練積み造擁壁の設計基準 

（ア）宅地造成及び特定盛土等規制法施行令第 10条の規定に基づく練積み造擁壁の構造基準 

ａ 擁壁各部の構造寸法は、背面土の種類などにより別図及び別表によること。 

ｂ 胴込め又は裏込めに用いるコンクリートの４週圧縮強度は、１ｍｍ２につき 18Ｎ以上であるこ 

と。 

ｃ 水抜き穴は、内径 7.5ｃｍ以上の陶管その他これに類する耐水材料を用い、３ｍ２以内ごとに 

１個以上有効な位置に設けること。 

ｄ 擁壁を岩盤に接着して設置する場合を除き、擁壁には一体の鉄筋コンクリート造又は無筋コン 

クリート造で擁壁のすべり及び沈下に対して安全である基礎を設けること。 

ｅ コンクリートブロックについては、ＪＩＳ Ａ 5371に規格された（施工面積１ｍ２当たり 350 

ｋｇ以上）ブロックを使用するものとし、その認定書を添付すること。 

ｆ その他のコンクリートブロックの使用については、次の品質について公的機関の証明書を添付 

したものであること。 

（ａ）コンクリートブロックの４週圧縮強度は、１ｍｍ２につき 18Ｎ以上であること。 

（ｂ）コンクリートブロックに用いるコンクリートの比重は、2.3 以上であり、かつ、擁壁に用

いるコンクリートブロックの重量は壁面１ｍ２につき 350ｋｇ以上（ただし、コンクリートブ

ロックのみを積み上げた状態）であること。 

（ｃ）コンクリートブロックは、相当数の使用実績を有し、かつ、構造耐力上支障のないもので

あること。 

ｇ 擁壁を設置する場所の土質が、支持地盤として設計条件（地耐力）を満足するか否かを地盤調査 

などにより確かめること。また、基礎は直接基礎とし、良質な支持層上に設けることを原則とする 

が、地耐力が不足する場合は地盤改良などを検討すること。 
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別図 練積み造擁壁の標準断面図（単位：ｍｍ） 

 （１）盛土の場合 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（２）切土の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           

標準工事仕様 

組積材：ＪＩＳ Ａ 5371に規格されたブロック（控え 300ｍｍ以上、１ｍ２当たり 350ｋｇ以上）、間知石 

など 

胴込め・裏込めコンクリート：Ｆｃ＝18Ｎ／ｍｍ２以上 

水抜きパイプ：硬質塩化ビニールパイプ（φ75以上３ｍ２当たり１本以上） 

裏込材：再生骨材、栗石・砂利又は砕石（ＲＣ－40、Ｃ－40） 
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別表 練積み造擁壁の各部の構造寸法表 

土  質 

擁       壁 裏   栗 
基礎 

コンクリート 

勾 配 
擁壁の 
地上高さ 
Ｈ（ｍ） 

下端部分 
の厚さ 

Ｂ（ｃｍ） 

上端 
の厚さ 
Ｔ(ｃｍ) 

根入れ 
の深さ 

Ｄ（ｃｍ） 

下端部分 
の厚さ 

Ｂ（ｃｍ） 

前面の 
高さ 
ｄ１ 

（ｍｍ） 

下端部分 
の幅 
Ｗ１ 

（ｍｍ） 盛土 切土 

第
一
種 

岩、岩屑、 
砂利又は 
砂利混じり
砂 

70度を超え 
75度以下 

3分 
2以下 40以上 

40以上 
35以上 
かつ 

0.15H以上 

60以上 
かつ 

0.20H以上 
30以上 

310 570 

2を超え 
3以下 

50以上 338 659 

65度を超え 
70度以下 

4分 

2以下 40以上 338 545 

2を超え 
3以下 

45以上 355 588 

3を超え 
4以下 

50以上 372 630 

65度以下 5分 

3以下 40以上 360 520 

3を超え 
4以下 

45以上 380 560 

4を超え 
5以下 

60以上 440 680 

第
二
種 

真砂土、関東
ローム、硬質
粘土、その他
これらに類
するもの 

70度を超え 
75度以下 

3分 
2以下 50以上 338 659 

2を超え 
3以下 

70以上 393 842 

65度を超え 
70度以下 

4分 

2以下 45以上 355 588 

2を超え 
3以下 

60以上 407 717 

3を超え 
4以下 

75以上 459 847 

65度以下 5分 

2以下 40以上 360 520 

2を超え 
3以下 

50以上 400 600 

3を超え 
4以下 

65以上 440 720 

4を超え 
5以下 

80以上 520 840 

第
三
種 

その他の 
土質 

70度を超え 
75度以下 

3分 
2以下 85以上 

70以上 
45以上 
かつ 

0.20H以上 

338 659 

2を超え 
3以下 

90以上 393 842 

65度を超え 
70度以下 

4分 

2以下 75以上 355 588 

2を超え 
3以下 

85以上 407 717 

3を超え 
4以下 

105以上 459 847 

65度以下 5分 

2以下 70以上 360 520 

2を超え 
3以下 

80以上 400 600 

3を超え 
4以下 

95以上 440 720 

4を超え 
5以下 

120以上 520 840 

注１ 土質調査などを行い、土質を決定すること。 

注２ 別表において、想定したがけの状況は、擁壁上端に続く地表面が水平で、擁壁に作用する載荷重 

は５ｋＮ／ｍ２程度である。なお、載荷重については、実状に応じて考慮すること。 

注３ 別表の第二種に該当する土質及び構造においては、それぞれの高さに応じて、下記の表に示す必要 

地耐力以上の地盤に基礎を設置すること。なお、想定条件以外の場合は、別途検討の上、必要地耐 

力以上の地盤に基礎を設置すること。 
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表 擁壁高さと勾配に応じた必要地耐力（ｋＮ／ｍ２） 

高さ 種別 
θ≦65度 65度＜θ≦70度 70度＜θ≦75度 

５分 ４分 ３分 

２ 
盛土 

75 75 75 
切土 

３ 
盛土 

75 75 75 
切土 

４ 
盛土 

100 100 ― 
切土 

５ 
盛土 

125 ― ― 
切土 

（イ）宅地造成及び特定盛土等規制法施行令第 17条の規定に基づく練積み造擁壁の構造基準 

宅地造成及び特定盛土等規制法施行令第 17条の規定に基づき、胴込めコンクリートを用いて充填

するコンクリートブロック練積み造擁壁は、次のａ～iに定めるところによる場合においては、同令

第８条の規定による練積み造の擁壁と同等以上の効力があると認める。 

ａ コンクリートブロックの４週圧縮強度は、１ｍｍ２につき 18Ｎ以上であること。 

     ｂ 胴込めに用いるコンクリートの４週圧縮強度は、１ｍｍ２につき 15Ｎ以上であること。 

ｃ コンクリートブロックに用いるコンクリートの比重が 2.3以上であり、かつ、擁壁に用いるコン

クリートブロックの重量は、壁面１ｍ２につき 350ｋｇ以上であること。 

ｄ コンクリートブロックは、相当数の使用実績を有し、かつ、構造耐力上支障のないものであり、

その形状は、胴込めに用いるコンクリートによって擁壁全体が一体性を有する構造となるもので

あり、かつ、その施工が容易なものであること。 

ｅ 擁壁の壁体曲げ強度は、１ｍｍ２につき 1.5Ｎ以上であること。 

ｆ 擁壁の勾配及び高さは、擁壁の背面土の内部摩擦角及びコンクリートブロックの控え長さに応じ、 

別表に定める基準に適合し、かつ、擁壁上端の水平面上の載荷重は１ｍ２につき５ｋＮを超えてい

ないこと。 

ｇ 擁壁を岩盤に接着して配置する場合を除き、擁壁前面の根入れ深さは擁壁の高さの 100 分の 20

（その値が 45ｃｍに満たないときは、45ｃｍ）以上とし、かつ、擁壁には、一体の鉄筋コンクリ

ート造又は無筋コンクリート造で擁壁のすべり及び沈下に対して安全である基礎を設けること。 

ｈ 擁壁が曲面又は折面をなす部分で必要な箇所、擁壁の背面土又は擁壁が設置される地盤の土質が 

著しく変化する箇所など破壊のおそれのある箇所には、鉄筋コンクリート造の控え壁又は控え柱を 

設けること。 

ｉ 擁壁の背面には、排水を良くするため、栗石、砂利などで有効に裏込めすること。 
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擁壁の背面土 

の内部摩擦角 

コンクリートブロック

の控え長さ（ｃｍ） 

擁   壁 

勾配 高さ（ｍ） 

20度以上 

30度未満 

30以上35未満 
65度以上75度未満 １以下 

65度未満 1.5以下 

35以上45未満 

70度以上75度未満 １以下 

65度以上70度未満 1.5以下 

65度未満 ２以下 

45以上 

70度以上75度未満 1.5以下 

65度以上70度未満 ２以下 

65度未満 2.5以下 

30度以上 

40度未満 

30以上35未満 

70度以上75度未満 1.5以下 

65度以上70度未満 ２以下 

65度未満 ３以下 

35以上40未満 

70度以上75度未満 1.5以下 

65度以上70度未満 2.5以下 

65度未満 3.5以下 

40以上45未満 

70度以上75度未満 ２以下 

65度以上70度未満 ３以下 

65度未満 ４以下 

45以上 

70度以上75度未満 ２以下 

65度以上70度未満 ３以下 

65度未満 4.5以下 

40度以上 

30以上35未満 

70度以上75度未満 ２以下 

65度以上70度未満 3.5以下 

65度未満 ５以下 

35以上40未満 

70度以上75度未満 2.5以下 

65度以上70度未満 4.5以下 

65度未満 ５以下 

40以上45未満 
70度以上75度未満 ３以下 

70度未満 ５以下 

45以上 
70度以上75度未満 3.5以下 

70度以上 ５以下 

（３）大臣認定擁壁を使用する場合には、大臣認定書の写しを添付し、かつ、構造については、その仕様によ 

ること。 

（４）擁壁の基礎が盛土上に設置された場合は、転圧、良質土の搬入などの施工は特に入念に行うこと。 

（５）擁壁の基礎地盤面に 100ｋＮ／ｍ２を超える応力度（常時）が生じる場合には、当該応力などが土質試験、 

載荷試験などに基づく当該地盤の許容応力度を超えないことを確かめること。 

（６）斜面上に擁壁を設置する場合には、次図のように擁壁基礎前端より擁壁の高さの 0.4Ｈ以上で、かつ 1.5

ｍ以上だけ土質に応じた勾配線（θ）より後退し、その部分はコンクリート打ちなどにより風化侵食のお

それのない状態にする。 
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表 土質別角度（θ） 

背面土質 

軟岩（風化の著しい

ものを除く） 

風化の著しい岩 砂利、真砂土、関東

ローム、硬質粘土そ

の他これらに類す

るもの 

盛土又は腐植土 

角度（θ） 60度 40度 35度 25度 

（７）伸縮目地は、原則として擁壁長さ 20ｍ以内ごとに 1箇所設け、特に地盤条件の変化する箇所、擁壁高さ

が著しく異なる箇所、擁壁の材料・工法を異にする箇所は、有効に伸縮目地を設け、基礎部分まで切断する。

また、擁壁の屈曲部に設ける伸縮目地の位置Ｌは、擁壁の地上高さ程度とすること。 

（８）擁壁（練積み造擁壁、鉄筋コンクリート擁壁）の屈曲する箇所（60度以上 120度以下）は、隅角をはさ

む二等辺三角形の部分を同材料で補強すること。（二等辺の一辺の長さ（ａ）は、擁壁の高さ３ｍ以下で 50

ｃｍ、３ｍを超えるもので 60ｃｍ以上とする。 

 

例） 鉄筋コンクリート造擁壁 
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例） 練 積 み 造 擁 壁 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 （９）上下に分離された練積み造擁壁の構造寸法の算出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 土質別角度（θ） 

背面土質 

軟岩（風化の著し

いものを除く） 

風化の著しい岩 砂利、真砂土、関東

ローム、硬質粘土そ

の他これらに類す

るもの 

盛土または腐植土 

角度（θ） 60度 40度 35度 25度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下段擁壁は、Ｈを擁壁の高さとし、

擁壁の勾配及びｃ（下端部の厚さ）

を決める。 

ｂの寸法はａ、ｃ、ｈ、ｈ１の関係

による比例配分により算出する。 

上段擁壁は、ｈ１を擁壁の高さと

し、擁壁の寸法等を決める。 
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（10）図に示す擁壁で表のθ角度内に入っていないものは、二段の擁壁とみなされるので一体の擁壁として設

計を行うこと。なお、上部擁壁が表のθ角度内に入っている場合は、別個の擁壁として扱うが、水平距離

を 0.4Ｈ以上かつ 1.5ｍ以上離さなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

h（根入れ）：0.15 H以上かつ 35ｃｍ以上、または 0.2H以上かつ 45ｃｍ以上※ 

※ 基礎地盤が第三種（その他の土質）相当の土質 

表 土質別角度（θ） 

背面土質 

軟岩（風化の著し

いものを除く） 

風化の著しい岩 砂利、真砂土、関

東ローム、硬質粘

土そのたこれらに

類するもの 

盛土または腐植土 

角度（θ） 60度 40度 35度 25度 

（11）擁壁上部に斜面がある場合は、土質に応じた勾配線が斜面と交差した点までの垂直高さをがけ高さと

仮定し、擁壁はその高さに応じた構造とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

表 土質別角度（θ） 

背面土質 

軟岩（風化の著しい

ものを除く） 

風化の著しい

岩 

砂利、真砂土、関東

ローム、硬質粘土そ

の他これらに類す

るもの 

盛土または腐植土 

角度（θ） 60度 40度 35度 25度 
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（12）がけ面崩壊防止措置 

盛土又は切土をした土地の部分に生ずるがけ面に擁壁を設置することとした場合に、当該盛土又は切

土をした後の地盤の変動、当該地盤の内部への地下水の浸入その他の当該擁壁が有するがけの安定を保

つ機能を損なうものとして次の事象が生ずるおそれが特に大きいと認められるときは、当該擁壁に代え

て、がけ面崩壊防止施設を設置し、これらのがけ面を覆うこと。 

  （ア）盛土又は切土をした後の地盤の変動 

  （イ）盛土又は切土をした後の地盤の内部への地下水の浸入 

  （ウ）上記（ア）、（イ）の他擁壁が有するがけの安定を保つ機能を損なう事象 

  ア がけ面崩壊防止施設は、次のいずれにも該当するものでなければならない。 

  （ア）前出の事象が生じた場合においてもがけ面と密着した状態を保持することができる構造であること。 

  （イ）土圧等によって損壊、転倒、滑動又は沈下をしない構造であること。 

  （ウ）その裏面に浸入する地下水を有効に排除することができる構造であること。 

  イ 基本的な考え方 

    がけ面崩壊防止施設は、地盤の変動が生じた場合においてもがけ面と密着した状態を保持することがで 

き、地下水を有効に排除することが可能な構造を有する。本施設は、対象のがけ面において、基礎地盤の 

支持力が小さく不同沈下等により擁壁設置後に壁体に変状が生じてその機能及び性能の維持が困難とな 

る場合や、地下水や浸透水等を排除する必要がある場合等に、擁壁に代えて設置する。ただし、住宅建築 

物を建築する宅地の地盤に用いられる擁壁の代替施設としては利用できない。 

 がけ面崩壊防止施設は、擁壁と同様に、土圧等により損壊、転倒、滑動又は沈下しない構造とする。ま 

た、がけ面崩壊防止施設の設置にあたっては、大量の土砂等の固定やその他の工作物の基礎とする等で過 

大な土圧が作用する場合や、保全対象に近接する等で重要な施設に位置付けられる場合等は、適用性を慎 

重に判断する必要がある。 

  ウ 種類 

    がけ面崩壊防止施設の工法は、鋼製枠工や大型かご枠工、ジオテキスタイル補強土壁工等がある。がけ 

面崩壊防止施設の選定にあたっては、開発事業等実施地区の適用法令、設置箇所の自然条件、施工条件、 

周辺の状況等を十分に調査するとともに、関係する技術基準等を考慮し、がけ面崩壊防止施設に求められ 

る安全性を確保できるものを選定しなければならない。また、その構造上、過大な土圧が発生する場合や、 

保全対象に近接する場合等は適用性が低いことに注意が必要である。 

    特に、施工箇所と保全対象との位置関係等について調査し、必要な強度、耐久性等その安全性について 

十分な検討が必要である。 
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表 各工法の特徴 

 工法概要 特徴 適用条件 

鋼
製
枠
工 

鋼材で組み上げられた枠内を栗石等で

中詰した構造物であり、籠詰めした状態

での重量と幅により、のり面の崩壊等を

防止するものである。 

大型かご枠工に比べて自由度はやや劣

るが、部材の継手の組み合わせにより、

複雑な地形の変化にもある程度柔軟に対

応できる。 

鋼製枠及び栗石の高い透水性により、背

面の地下水や浸透水等の排除に特に有効

である。 

強固な枠構造を持つ剛体として重力式

擁壁に類似した構造特性を有すため、大

型かご枠に比べて耐土圧性が高い構造物

である。 

一方で、不同沈下等の基礎地盤の変形

に対する追随性も有し、構造上許容する

範囲において変形するので、基礎地盤が

軟弱な場合や不規則な土圧等を受けるよ

うな箇所で、地下水や浸透水等の影響が

あり高い透水性が求められる場合に適し

ている。 

なお、中詰材料は現地で調達すること

もできるため、経済的利点があるほか、

施工が容易であるため工期の短縮、省力

化が図られる。 

壁面勾配１：0.3以上、

落石等で枠材の破損に

よる中詰材料の流亡が

懸念されるため必要に

応じて落石対策等の対

応が必要となる。 

大
型
か
ご
枠
工 

鉄線と鋼材、棒鋼で組み上げられた籠内

を栗石等で中詰した構造物であり、籠詰

めした状態での重量と幅により、のり面

の崩壊等を防止するものである。 

かご枠自体は鉄線のため耐土圧性はや

や低いが、連結することにより一体とし

た構造の保持が可能である。 

かご枠及び栗石の高い透水性により、背

面の地下水や浸透水等の排除に特に有効

である。 

不同沈下等の基礎地盤の変形に対する

追随性も有し、構造上許容する範囲にお

いて変形するので、基礎地盤が軟弱な場

合や不規則な土圧等を受けるような箇所

で、地下水や浸透水等の影響があり高い

透水性が求められる場合に適している。 

なお、中詰材料は現地で調達すること

もできるため、経済的利点があるほか、

施工が容易であるため工期の短縮、省力

化が図られる。 

壁面勾配１：1.0以上、

落石等で鋼線の破損に

よる中詰材料の流亡が

懸念されるため必要に

応じて落石対策等の併

用が必要となる。 

ジ
オ
テ
キ
ス
タ
イ
ル
補
強
土
壁
工 

盛土内に敷設した補強材と鉛直又は鉛

直に近い壁面材とを連結し、壁面材に作

用する土圧と補強材の引抜き抵抗力が釣

り合いを保つことにより、安定を保つ土

工構造物をいう。 

そのうち、補強材に織布や不織布、化学

繊維を合成した高強度な網目状の織物等

の高透水な材料を使用したものがジオテ

キスタイル補強土壁工である。 

ジオテキスタイル補強土壁工は、一般的

に排水施設が設置されるが、地山からの

湧水等の地下水の影響が大きい場合は、

排水施設の機能を強化する必要がある。 

基礎地盤や背面地盤の変形にある程度

追従できる構造となっている一方で、鋼

製枠工や大型かご枠工に比べて相対的に

大きい土圧に抵抗できる構造を有す。 

特殊な施工機械を用いなくとも構築可

能な都市部や山間部等の用地制約がある

場合に適している。 

また、壁面材に鋼製枠やブロックを用

いた場合、植生により壁面を緑化し、景

観に配慮できる。 

１：0.6より急勾配、

壁面材を設置するため

湧水等の影響を受ける

場合は十分な排水施設

の設置が必要である。 

 エ 選定にあたっての留意事項 

   がけ面崩壊防止施設の選定にあたって次表に示す工種ごとの特性を参考に選定するとよい。 

代表工種 鋼製枠工 大型かご枠工 ジオテキスタイル補強土壁工 

変形への追従性 中程度 高い 中程度 

耐土圧性 相対的に小さい土圧 相対的に大きい土圧 

透水性 

高い 

（中詰材を高透水性材料とすることで

施設前面からの排水が可能） 

中程度 

（一般に排水施設を設置する） 

   このほか、がけ面崩壊防止施設の選定にあたってはつぎの事項に留意が必要である。 

（ア）関係基準に適合した工種、構造の適用 

     がけ面崩壊防止施設は、その構造特性上、山地・森林等で想定される湧水が多く発生する箇所や、脆 

弱な地盤が分布し擁壁等の適用が困難となる箇所で適用されることが想定されるため、適用にあたって 

は、「盛土等防災マニュアルの解説」のみならず、治山技術基準や軟弱地盤対策工指針等の関係する技 
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術基準に準拠の上、適切な工種選定や施設の構造検討を行うこと。 

  （イ）土地の利用用途や保全対象との位置関係に応じた適用 

     がけ面崩壊防止施設は一定の変形を許容する施設であるため、住宅地等の変形が許容されない土地利 

用のための造成では、擁壁の代替施設として適用できない。 

 また、道路等の保全対象に近接して計画する場合は、必要な強度、耐久性等その安全性について十分 

な検討を行った上で、適用性について慎重に判断する必要がある。 

 なお、がけ面崩壊防止施設の適用性が低いと判断された場合は、湧水や地盤の脆弱性等の問題を地盤 

改良や追加排水対策等により改善した上で、擁壁工を適用する等の対応を行うこと。 

  （ウ）地盤の変形への適用 

     がけ面崩壊防止施設は、地盤の沈下等に追従して構造物自体が変形を伴いながら土圧に抵抗する、地 

盤の変形への追従性を有する構造物である。ただし、地盤の変化量が大きい場合、使用部材の許容量を 

超え破壊に至ることから、想定される土圧や変形に応じた適切な構造を選定する必要がある。 

     また、長期的に地盤の変形が継続する場合、変形に応じた施設の更新の必要性が高くなることに留意 

が必要である。 

  （エ）土圧への適用 

     がけ面崩壊防止施設は基本的に過大な土圧が作用する箇所への適用性は低く、工種によっても差があ 

ることから、必要な透水性や土地利用等の条件の他、作用する土圧、水圧及び自重等によっても適切な 

工種を選定する必要がある。 

  （オ）地下水や浸透水への適用 

     がけ面崩壊防止施設は基本的に適切な透水性を有する施設ではあるが、工種によって透水性に多少の 

差異があるため、想定される湧水等の流量に対して適切な透水性を有する工種の選定が必要であり、必 

要に応じて排水機能を補強する等の対応を行うこと。 

  オ 設計・施工上の留意事項 

    がけ面崩壊防止施設の設計・施工にあたっては、がけ面崩壊防止施設の種類によって設計方法や材料が

異なるため、選定したがけ面崩壊防止施設に応じた安定性の検討等が必要である。また、必要に応じて、

がけ面崩壊防止施設に応じた安定性の検討等が必要である。また、必要に応じて、がけ面崩壊防止施設自

体の安全性はもとよりがけ面崩壊防止施設を含めた地盤面全体の安全性についても総合的に検討する。 

がけ面崩壊防止施設自体の安全性については、土質条件、荷重条件等の設計条件を的確に設定した上 

で常時及び地震時におけるがけ面崩壊防止施設の要求性能を満足するように、次の各事項についての安全 

性を検討するものとする。 

  （ア）土圧等によってがけ面崩壊防止施設が損壊しないこと 

  （イ）土圧等によってがけ面崩壊防止施設が転倒しないこと 

  （ウ）土圧等によってがけ面崩壊防止施設の基礎が滑らないこと 

  （エ）土圧等によってがけ面崩壊防止施設が沈下しないこと 

  ※山地・森林等で設置する場合は、山地・森林の場が有する特性を考慮した設計・施工を行う必要がある。 
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７ 排水施設 

（１）計画排水量の算定と断面の検討 

ア 河川（一級河川、二級河川、準用河川及び開発面積が相当規模以上のもの） 

     砂防指定地内及び地すべり防止区域内の開発行為については、「砂防技術指針」及び「砂防指定地 

及び地すべり防止区域内における宅地造成等の大規模開発審査基準（案）」によること。 

（ア）計画雨水排水量の算定 

 ArfQ 
360

1
     Q  ・・・ 計画高水流量（ｍ３／sec） 

 f  ・・・ 流出係数 

 r  ・・・  降雨強度（ｍｍ／ｈ） 

 A  ・・・ 流域面積（ｈａ） 

 

（流出係数）密集市街地 ＤＩＤ地区程度とし、 

開発区域を含む 

・・・ 0.9 

      一般市街地  ・・・ 0.8 

      畑、原野  ・・・ 0.6 

      水田  ・・・ 0.7 

      山地  ・・・ 0.7 

      ゴルフ場  ・・・ 0.8 

      太陽光パネル等 ・・・ 0.9～1.0 

          ※太陽光パネル等とは地表が不浸透性の材料で覆われる箇所を含み、流出係数は山岳地及 

び丘陵地は 1.0、平地は 0.9とする。     

        

    （降雨強度） 

   洪水到達時間（ti）内の平均降雨強度（ｍｍ／ｈ） 

            降雨確率については、当該水系の下流で現に実施している河川改修 

      計画と整合のとれたものとなるよう計画すること。 

 

（洪水到達時間） 

       
W

l
tti

60
  

        ti    ・・・ 洪水到達時間（min） 

        t  ・・・ 流入時間（min） 

         最上端が山地流域の場合は、２ｋｍ２当たり 30分（特に急傾斜の山地については 20分）を標準と 

する。市街地の場合は、５分から 10分を標準とする。 

        l   ・・・ 当該地点から上流の流路延長（ｍ）（流入域は除く） 

        W  ・・・ 洪水伝播速度（ｍ／sec） 
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    （イ）断面の検討 

       Q VA            Q ：洪水のピーク流量（ｍ3／sec） 

                             A ：断面積（ｍ２） 

                     V ：流速（ｍ／sec） 

    （流速） 

      原則としてマニング公式により算定すること。ただし、団地内の排水にかかるものについては、クッター

公式により算出することができる。 

       R
n

V  　
1

2/3  × I 1/2 

             V ：流速（ｍ／sec） 

             n ：粗度係数 

                  三面張りコンクリート  ・・・ 0.025 

                石積みなど（二面張り） ・・・ 0.035 

                素掘り         ・・・ 0.040 

             R ：径深（ｍ）[流水断面Ａ/潤辺長Ｐ] 

                余裕高は、河川管理施設等構造令第 20条及び規則第 36条第２号の 

規定によるものとする。 

             I ：動水勾配（河床勾配を採用する。） 

   イ 水路（ア以外の場合） 

（ア）計画汚水排水量の算定 

   住宅団地の場合の管きょの設計に用いる計画汚水量は、計画時間最大汚水量を使用し、次式によること。

住宅地以外は、予定建築物の用途、規模により想定される計画使用水量を勘案して算出すること。 

     計画時間最大汚水量 ＝ 
1

24×60×60
 ×（計画１日最大汚水量）×1.8（ℓ ／sec）                 

            計画１日最大汚水量 ・・・ １人１日最大汚水量×計画人口 

            １人１日最大汚水量 ・・・ 市の下水道計画に定めがある場合はその値を 

優先し、無い場合は 450 ℓ ／日とする。 

            計画人口      ・・・  ４人／戸 

            地下水量が考えられる場合は、必要に応じて１人１日最大汚水量の２割を加算すること。 

   （イ）計画雨水排水量の算定  

       AIfQ 
360

1
 Af 

3

1
   Q  ・・・ 計画雨水量（ｍ3／sec） 

                                     I  ・・・ 降雨強度（120ｍｍ／ｈ） 

f   ・・・ 流出係数 

            A  ・・・  集水面積（ｈａ） 
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（流出係数）密集市街地 ＤＩＤ地区程度とし、 

開発区域を含む 

・・・ 0.9 

      一般市街地  ・・・ 0.8 

      畑、原野  ・・・ 0.6 

      水田  ・・・ 0.7 

      山地  ・・・ 0.7 

      ゴルフ場  ・・・ 0.8 

      太陽光パネル等 ・・・ 0.9～1.0 

           ※太陽光パネル等とは地表が不浸透性の材料で覆われる箇所を含み、流出係数は山岳地 

及び丘陵地は 1.0、平地は 0.9とする。     

（ウ）断面の検討 

雨水と汚水との排水は分離して処理することとし、雨水、汚水排水量の設計流速・割増率は、次によ 

り決定すること。 

ａ 排水路の設計流速 

設計流速は、特殊な場合を除き、次表の基準によること。 

排水施設 最小流速 最大流速 

汚水管きょ 0.6ｍ／sec 3.0ｍ／sec 

雨水管きょ 0.8ｍ／sec 3.0ｍ／sec 

合流管きょ 0.8ｍ／sec 3.0ｍ／sec 

雨水開きょ 0.8ｍ／sec 3.0ｍ／sec 

ｂ 計画下水量の割増率 

（ａ）汚水 

管きょの内径 割増率 

700ｍｍ未満 計画下水量の 100％ 

700ｍｍ以上 

1,650ｍｍ未満 

計画下水量の 50％以上 

100％以下 

1,650ｍｍ以上 

3,000ｍｍ以下 

計画下水量の 25％以上 

50％以下 

      （ｂ）雨水 

         計画雨水量の 20％ 

      （ｃ）合流 

    計画下水量の 30％ 

       （流速） 

        流量計算には、マニング式又はクッター式を用いる。 

       マニング式 

        Q VA  

R
n

V  　
1

2/3  × I 1/2 （ｍ/sec） 
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クッター式 

         Q VA  

DR

RN
IR

R

n

I

InV










　)

00155.0
23(1

00155.01
23

 （ｍ/sec） 

I
In

N  ）
00155.01

23(:  

n
I

D 
00155.0

23:  

 

 

      

    マニング式及びクッター式共通の粗度係数 

管   種 粗度係数 

現場打ちコンクリート 0.015 

自由勾配側溝 0.014 

ヒューム管 0.013 

Ｕ字フリューム管 0.013 

鋳鉄管・鋼管 0.012 

硬質塩化ビニル管 0.010 

      ※ 上記以外の管種の粗度係数については、その管種の粗度係数による。 

ウ その他 

残流域を有する河川（渓流）が造成地内を通過する場合は、開きょとすること。 

また、造成地内に設置される水路で流量が 1.5ｍ３／sec以上のものは、原則として開きょとすること。 

（２）開発区域外の排水施設などとの接続 

ア 都市計画法第 29条に基づく、開発許可を申請しようとする者は、あらかじめ、開発行為に関係があ

る公共施設（道路、公園、下水道、緑地、広場、河川、運河、水路及び消防の用に供する貯水施設）

の管理者と協議し、その同意を得なければならない。 

     また、当該開発行為又は開発行為に関する工事により設置される公共施設を管理することとなる者と

協議しなければならない。 

イ 開発区域内の排水施設は、放流先の排水能力、利水の状況その他の状況を勘案して、開発区域内の

下水を有効かつ適切に排出することができるように、下水道、排水路その他の排水施設又は河川その

他の公共の水域若しくは海域に接続していること。この場合において、放流先の排水能力によりやむ

を得ないと認められるときは、開発区域内において一時雨水を貯留する遊水池その他の適当な施設を

設けることを妨げない。 

ウ 雨水（処理された汚水及びその他の汚水でこれと同程度以上に清浄であるものを含む。）以外の下水は、

原則として、暗きょによって排出することができるように定められていること。 

 Q  ・・・ 流量（ｍ3／sec） 

 A  ・・・ 流水の断面積（㎡） 

 V  ・・・ 流速（ｍ／sec） 

    n  ・・・ 粗度係数 

  R  ・・・ 径深（ｍ）（＝A /P ） 

  P  ・・・ 流水の潤辺長 

 I   ・・・ 動水勾配 
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（３）排水施設の構造 

   ア 排水施設は、堅固で耐久性を有する構造であること。 

   イ 排水施設は、陶器、コンクリート、れんがその他の耐水性の材料で造り、かつ、漏水を最小限のもの

とする措置が講ぜられていること。ただし、がけ崩れ又は土砂の流出の防止上支障がない場合において

は、専ら雨水その他の地表水を排除すべき排水施設は、多孔管その他雨水を地下に浸透させる機能を有

するものとすることができる。 

   ウ 公共の用に供する排水施設は、道路その他排水施設の維持管理上支障がない場所に設置されているこ

と。 

エ 管きょの勾配及び断面積が、その排除すべき下水又は地下水を支障なく流下させることができるもの

（公共の用に供する排水施設のうち暗きょである構造の部分にあっては、その内径又は内法幅が、汚水

管きょにあっては、20ｃｍ以上、雨水管きょにあっては、25ｃｍ以上のもの）であること。 

オ 使用管種及び埋設寸法 

     管きょの最小被りの決定にあたっては、取付管、路面荷重、路盤厚及び他の埋設物の関係、その他道

路占用条件を考慮して適切な土被りとすること。 

     公道内に埋設する管きょについては、道路法施行令第 11条の４第１項により、下水道管の本線を埋

設する場合においては、その頂部と路面との距離は３ｍ（工事実施上やむを得ない場合にあっては１ｍ）

以下としないこと。 

     なお、ダクタイル鋳鉄管、ヒューム管（外圧１種、２種管）、強化プラスチック複合管、硬質塩化ビ

ニル管の管種で 300ｍｍ以下の下水道管の埋設について、電線、水道管、ガス管又は下水道管を道路の

地下に設ける場合における埋設の深さなどについてにより、最小被りを次表として運用してよいが、道

路管理者に浅層埋設基準の運用についての確認が必要である。 

     浅層埋設基準 

下水道管種別 頂 部 と 路 面 と の 距 離 

下水道管の本線 
当該道路の舗装の厚さに 0.3ｍを加えた値（当該値が１ｍに満たない

場合には、１ｍ）以下にしないこと。 

下水道管の

本線 

以外の線 

車

道 

当該道路の舗装の厚さに 0.3ｍを加えた値（当該値が 0.6ｍに満たな

い場合には 0.6ｍ）以下にしないこと。 

歩

道 

0.5ｍ以下にしないこと。ただし切り下げ部があり、0.5ｍ以下とな

るときは、あらかじめ十分な強度を有する管路などを使用する場合

を除き、防護処置が必要。 

注１ ヒューム管（外圧１種）を用いる場合には、当該下水道管と路面の距離は１ｍ以下としないこと。 

注２ 車両の通行が激しい幹線道路、輪荷重や振動の影響を受ける軌道敷地内、又は、やむを得ず土被り

が小さくなる場合には、管きょの安全性を確認するとともに、高強度管の採用や適切な防護工を検

討する必要がある。 

注３ 私道などに布設する場合には、排水施設の接続に支障がなく、上載荷重や管理上の条件などに問題

がないことを確認した上で、管きょの埋設深を浅くすることができる。 

注４ 寒冷地での施工の際には、管きょの最小土被りは凍結深度を考慮する。 
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カ ます・マンホールなど 

   （ア）ます又はマンホール 

      専ら下水を排除すべき排水施設のうち暗きょである構造の部分の次に掲げる箇所には、ます又はマ

ンホールが設けられていること。 

ａ 管きょの始まる箇所 

     ｂ 下水の流路の方向、勾配又は横断面が著しく変化する箇所（管きょの清掃上支障がない箇所を除 

く。） 

     ｃ 管きょの内径又は内法幅の 120倍を超えない範囲内の長さごとの管きょの部分のその清掃上 

適当な場所 

       ただし、施設管理者との協議により別に定める場合は、その定めによることができる。 

（イ）雨水ます 

      雨水ますの底部には、深さ 15ｃｍ以上の泥溜を設け、蓋は、鋳鉄製（ダクタイルを含む）、鉄筋コ

ンクリート製、プラスチック製及びその他の堅固で耐久性のある材料とすること。 

（ウ）汚水ます 

汚水ますには、底部にインバートをつけ、蓋は鋳鉄製（ダクタイルを含む）、鉄筋コンクリート製、

プラスチック製及びその他の堅固で水密性を確保でき、耐久性のある材料で造られた密閉蓋とするこ

と。 

 （４）盛土の排水施設 

    盛土をする場合において、盛土をする前の地盤面から盛土の内部に地下水が浸入するおそれがあるとき 

は、当該地下水を排除することができるよう、当該地盤面に排水施設で（３）の必要事項を満たすものを 

設置すること。 

    なお、盛土の排水施設は、盛土施工前の原地盤に設置し盛土基礎地盤周辺の地下排水を目的とする地下 

水排除工（暗きょ排水工、基礎排水層）と、盛土自体に一定の高さごとに透水性のよい山砂などを設置し 

盛土内の地下水の排水を目的とする水平排水層に区分される。 
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   排水施設 
基本諸元 

機能 施設名称 

地下水排除工 

暗渠排水溝 

本管   ：管径300ｍｍ以上（流域等が大規模なものは流量計算にて

規格検討） 

補助管  ：管径200ｍｍ以上 

補助管間隔：40ｍを標準とし渓流等の地下水が多いことが想定される 

場合は20ｍ以内 

基盤排水層 

厚さ   ：0.5ｍを標準とし渓流等の地下水が多いことが想定される

場合は1.0ｍ以上 

範囲   ：のり尻からのり肩の水平距離の１/２の範囲及び谷底部を

包括して設置（地表面勾配ｉ＜１：４） 

盛土内排水層 水平排水層 

厚さ   ：0.3ｍ以上（砕石や砂の場合） 

配置   ：小段ごと 

範囲   ：小段高さの１/２以上 

   ア 地下水排除工 

     盛土崩壊の多くが湧水、地下水、降雨等の浸透水を原因とするものであること、また盛土内の地下水 

が地震時の活動崩落の要因となることから、次の各事項に留意して盛土内に十分な地下水排除工を設置 

し、基礎地盤からの湧水や地下水の上昇を防ぐことにより、盛土の安定を図るものとする。特に山地・ 

森林では、谷部等において浸透水が集中しやすいため、現地踏査等によって、原地盤及び周辺地盤の水 

文状況を適切に把握することが必要である。詳しくは「盛土等防災マニュアルの解説」を参考とするこ 

と。 

   （ア）暗きょ排水工 

      暗きょ排水工は、原地盤の谷部や湧水等の顕著な箇所等を対象に樹枝状に設置することを基本とす 

る。 

   （イ）基盤排水層 

      基盤排水層は、透水性が高い材料を用い、主に谷埋め盛土におけるのり尻及び谷底部、湧水等の 

     顕著な箇所等を対象に設置することを基本とする。 

   （ウ）暗きょ流末の処理 

      暗きょ排水工の流末は、維持管理や点検が行えるように、ます、マンホール、かご工等で保護を 

行うことを基本とする。 

   （エ）施工時の仮設排水対策 

      施工時における中央縦排水は、暗きょ排水工と併用せず、別系統の排水管を設置することを基本と 

する。また、中央縦排水に土砂が入らないように縦排水管の口元は十分な保護を行うことを基本とす 

る。 

   イ 盛土内排水層 

     盛土内に地下排水工を設置する場合に、あわせて盛土内に水平排水層を設置して地下水の上昇を防ぐ 

とともに、降雨による浸透水を速やかに排除して、盛土の安定を図ることが必要である。 

水平排水層は、盛土の小段ごとに設けること（ジオテキスタイルを用いる場合、高さ２～３ｍごとに 

入れる場合がある）、層厚は 0.3ｍ以上（砕石や砂の場合）とし長さは小段間隔の２分の１以上とする 

こと、浸透水の速やかな排水を促すため５～６％の排水勾配を設けることを標準とする。また、排水層 
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の材料は、その目的から透水性の高いものを用いることとするが、砕石や砂等の粒形の揃った砂を適用 

する場合は、地震時に液状化現象を起こし、盛土地盤の変状を起こす原因となる場合があることに留意 

が必要である。なお、近年では、良質の砂・礫質材料の確保が難しくなっていることもあり、ジオテキ 

スタイル系の各種材料の適用も有効である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 防災施設 

（１）暗きょなどの設置 

ア 渓流を埋め立てる場合には、本川、支川を問わず在来の渓床に必ず暗きょ工を設けること。暗きょ工 

は、樹枝状に埋設し、完全に地下水の排除ができるように計画すること。支渓がない場合又は支渓の間 

隔が長い場合には、20ｍ以下の間隔で集水暗きょを設けること。暗きょ工における幹線部分の管径は、 

30ｃｍ以上とし、支線部分の管径は、15ｃｍ以上とすること。 

幹線部分の暗きょ工は、有孔ヒューム管などにフィルターを巻いた構造とし、集水部分は、有孔ヒュ 

ーム管などを用いる地下排水溝などの構造とすること。 

排水は、表面のり面、小段、暗きょなど系統的に排水施設を計画し、造成部分の一部に排水系統の行 

き渡らない部分が生じないようにすること。 

なお、盛土と現地盤との間に湧水又は地下浸透水が生じるおそれがある場合は、次図のような暗きょ 

を設けて排水すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 常時流水のある場合は、流量算定のうえ断面を決定し、算定の結果 60ｃｍ以下の場合でも 60ｃｍ以上

の管径をとること。 
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（２）流出量の調整 

開発に伴い河川などの流域の流出機構が変化するなどにより、河川などへの流入量が著しく増加し、災害 

を誘発するおそれがあり、かつ、下流河川などの改修又は、排水施設の整備が開発のスピードに追いつかな 

い場合は、別紙２の｢宅地開発等に伴う流量調整要領｣に基づき開発を行う者が河川などの改修又は調整池の 

設置などを行うこと。 

（３）工事中の防災対策など 

ア 工事の施行に伴う災害の防止及び河川への濁水流入防止措置などを講じること。 

    なお、河川への濁水流入防止措置については、別紙４の｢宅地開発等に伴う河川濁水防止指導要領｣に

よること。 

イ 工事施工中においては、急激な出水、濁水及び土砂の流出が生じないよう、周辺の土地利用状況、造成

規模、施工時期などを勘案し、必要な箇所については、濁水などを一時的に滞留させ、あわせて土砂を沈

殿させる機能などを有する施設（設計堆積土砂量については、別紙５の｢宅地開発等に伴う流量調整要領｣

別紙｢調整池設置基準｣第８条による。）を設置すること。 

 ９ 土石の堆積 

（１）定義 

    土石の堆積とは、一定期間を経過した後に除却することを前提とした、土石を一時的に堆積する行為であ 

り、ストックヤードにおける土石の堆積、工事現場外における建設発生土や盛土材料の仮置き、土石に該当 

する製品等の堆積等が該当する。 

（２）基本事項 

ア 土石を堆積する土地（空地を含む）の地盤の勾配は 10分の１以下とする。ただし、土石の堆積の崩壊

が生じないよう設計する場合はこの限りではない。 

   イ 土石の堆積を行うことによって、地表水等による地盤の緩み、沈下、崩壊又は滑りが生ずるおそれがあ 

るときは、土石の堆積を行う土地について地盤の改良その他の必要な措置を講ずること。 

   ウ 土石の堆積形状は、周辺の安全確保を目的とし、次のいずれかによる周辺の安全確保及び柵等の設置が 

必要である。 

（次の空地は勾配が 10分の１以下であるものに限る。） 

（ア）堆積する土石の高さが５ｍ以下の場合、当該高さを超える幅の空地の設置 

    （イ）堆積する土石の高さが５ｍ超の場合、当該高さの２倍を超える幅の空地の設置 

       なお、これらの措置については、鋼矢板等その他必要な措置に代えることができる 

エ 堆積した土石の周囲には、土石の堆積に関する工事が施行される土地の区域内に人がみだりに立ち入ら 

ないよう、見やすい箇所に関係者以外の立入りを禁止する旨の表示を掲示した柵その他これに類するもの 

を設けること。 

   オ 雨水その他の地表水により堆積した土石の崩壊が生ずるおそれがあるときは、当該地表水を有効に排除 

することができるよう、堆積した土石の周囲に側溝を設置することその他の必要な措置を講ずること。 

 （３）地盤の勾配が 10分の１を超える場合の措置 
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    土石の堆積を行う面（鋼矢板等を使用したものであって、勾配が 10分の１以下であるものに限る。）を 

有する堅固な構造物を設置する措置その他の堆積した土石の崩壊を防止するものとすること。 

 措置の選定にあたっては、設置箇所の自然条件、施工条件、周辺の状況等を十分に調査するとともに、堆 

積する土砂の土圧等に十分に耐えうる措置を選定しなければならない。 

 （４）土砂の流出防止 

    ９（２）ウ、エは、堆積した土石の周囲にその高さを超える鋼矢板を設置することその他の堆積した土石 

の崩壊に伴う土砂の流出を有効に防止することができるものとして次に定める措置を講ずる場合には、適用 

しない。 

   （ア）堆積した土石の周囲にその高さを超える鋼矢板又はこれに類する施設を設置すること（土圧、水圧及 

び自重によって損壊、転倒、滑動又は沈下しない構造のもの） 

   （イ）堆積した土石を防水性のシートその他の堆積した土石の内部に雨水その他の地表水が浸入することを 

防ぐための措置及び堆積した土石の土質に応じた緩やかな勾配で土石を堆積することその他の堆積し 

た土石の傾斜部を安定させて崩壊又は滑りが生じないようにするための措置 

１０ 消防施設など 

 （１）消防施設 

ア 関係法令に定める基準に従い、危険物などに対する安全管理、消火栓、防火水槽その他の施設を適切

に整備するほか避難広場、防火帯の設置などについても十分配慮すること。 

   イ 消防に必要な水利として利用できる河川、池沼その他の水利が消防法第 20条第１項の規定による勧

告に係る基準に適合していない場合において設置する貯水施設は、当該基準に適合しているものである

こと。 

（２）ガス供給施設 

ガスによる災害防止のため、ガス事業法などの関係法令に定める基準に従い、事業所の位置及び敷地 

面積などを十分考慮すること。 

１１ 用水関係 

（１）水道施設 

ア 水道施設の設置に当たっては、事前に市上下水道局と協議し、市の水道計画との整合性を図ること。 

イ  水道用水は、市の水道事業からの給水によることとし、この確約書を得ること。 

ウ 市の水道事業から給水されない場合であって、100人を超える者にその居住に必要な水を供給すると

き、又は水道施設の１日最大給水量が 20ｍ３を超えるときは、専用水道の確認を受けること。 

     また、やむを得ず地下水、伏流水、表流水などに依存する場合は、渇水期における揚水試験成績、付

近住民・水利権者などの利害関係者の同意、流水占用の許可など必要な取水量が確保できることを証

する書類を入手し、給水に支障がないよう措置すること。 

（２）農業用水との関係 

ア 水道用水を地下水、伏流水、表流水などに依存する場合は、農業用水と競合する場合も考えられる

ので農業振興に支障のないよう十分配慮すること。 
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   イ 特定農業用ため池において、堤体の掘削、立木の植栽、その他当該特定農業用ため池の保全に影響を及

ぼすおそれのある以下の行為等を行うときは、市長の許可等が必要。 

   （ア）堤体の掘削、切土、盛土、竹木の植栽 

   （イ）水底の掘削 

   （ウ）岸の形状の変更 

   （エ）取水設備又は洪水吐きの変更または廃止 

１２ 廃棄物の処理 

 （１）し尿などの処理 

ア 開発区域のし尿及び雑排水[工場排水、雨水その他の特殊な排水を除く]（以下｢し尿など｣という。）

は、下水道法に規定する下水道で処理する場合を除き、原則として、浄化槽を設け処理すること。な

お、複数の区画から発生するし尿などを集中して処理する浄化槽（以下｢複数区画処理浄化槽｣という。）

を設置する場合、その排出水は、生活環境項目に係る排水基準に適合するよう処理することを前提と

する。 

イ 複数区画処理浄化槽は、原則として１開発事業につき１箇所とすること。地形などの理由によりや

むを得ず２箇所以上とする場合の排出基準は、１箇所とみなして人槽及び排出量の合計をとり、その

該当する排出基準を適用する。 

ウ 浄化槽から発生する汚泥の処理処分を明確にすると同時に、この処理処分については、市との協議

が整っているものであること。 

エ 浄化槽の維持管理体制を明確にすることともに、浄化槽を管理することとなる者に必要な維持管理

について説明する体制が整っていること。 

オ 浄化槽の計画汚水量は、｢建築物の用途別によるし尿浄化槽の処理対象人員算定基準（ＪＩＳ基準）｣

によること。 

（２）ごみの処理 

   ア 開発区域で発生するごみなどの廃棄物の処理については、適正に処理すること。 

イ 主として住宅の建築の用に供する目的で行う 20ｈａ以上の開発行為にあっては、当該開発行為の規 

模に応じ、ごみ収集場が、居住者の有効な利用が確保されるような位置及び規模で配置されていなけれ 

ばならない。ただし、周辺の状況により必要がないと認められるときは、この限りではない。 

第４ その他 

１ 公共施設などの整備について 

 （１）都市計画法第 29条に基づく、開発許可申請をしようとする者は、あらかじめ、開発行為に関係がある

公共施設（開発区域内にある既存の公共施設のほか、開発区域外にあって、開発区域に接続することとな

る道路や、開発行為の実施に伴って変更又は廃止されることとなる公共施設も含む。）の管理者と協議し、

その同意を得なければならない。 

 （２）都市計画法第 29条に基づく、開発許可申請をしようとする者は、あらかじめ、開発行為又は開発行為

に関する工事により設置される公共施設を管理することとなる者と協議しなければならない。 
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    また、開発区域の面積が 20ｈａ以上の開発行為については、あらかじめ、次に掲げる者（開発区域の

面積が 40ｈａ未満の開発行為にあっては、ウ及びエに掲げる者を除く。）と協議しなければならない。 

ア 当該開発区域内に居住することとなる者に関係がある義務教育施設の設置義務者 

イ 当該開発区域を給水区域に含む水道法第３条第５項に規定する水道事業者 

ウ 当該開発区域を供給区域に含む電気事業法第２条第１項第２号に規定する一般電気事業者及びガス 

事業法第２条第２項に規定する一般ガス事業者 

   エ 当該開発行為に関係がある鉄道事業法による鉄道事業者及び軌道法による軌道経営者 

２ 公共施設などの維持管理体制について 

   開発事業に伴う公共施設の維持管理について、当該施設を管理することとなる者と適切な協議がなされて

おり、経費の負担区分及び当該施設の管理責任が明確にされていること。 

    公共施設は、原則として市に帰属され、維持管理されるものであること。 

    また、やむを得ず申請者などが管理する場合であっても、公共施設の用に供する土地は市に帰属される 

ものであること。 

３ 関係権利者の同意など 

（１）開発事業者は、河川、農業用水路などの管理権限を有しない水利組合、水利権者、農業用水使用関係

者、漁業権者など公共施設の管理者でない者であっても、紛争の未然防止の観点から十分協議、調整を

行うとともに、必要に応じて地域住民との調整を図ること。 

    また、ダム（水道用水、工業用水、治水目的のものなど）上流における開発行為で、ダムの水質などに

影響を及ぼすおそれがある場合には、ダムの管理者の同意も事前に得ること。 

 （２）当該開発行為をしようとする土地若しくは当該開発行為に関する工事をしようとする土地の区域内の土地

又はこれらの土地にある建築物その他の工作物につき当該開発行為の施行又は当該開発行為に関する工事

の実施の妨げとなる権利（所有権、地上権、抵当権など）を有する者の同意を得ていること。 

４ 土壌環境の保全 

開発事業の実施に伴い、開発区域内の土地が有害物質により汚染されていることが判明した場合は、市と協

議を行い、土壌環境の保全のため適切な措置を講じること。 

なお、開発事業に係る土地について、これまでの土地の利用状況などから土壌汚染のおそれがあると考えら 

れる場合は、土壌の分析又は土壌の汚染状態の確認を行うこと。 

５ その他 

この基準のほか、各事業目的別の細目事項は、第５の個別基準によること。 
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第５ 個別基準 

区   分 基     準     細     目 

一般 

住宅地 

(自己用のも

のを除く) 

位置 １ 高速自動車道又はその予定地、新幹線などから環境保全上支障ない距離を保つこと

を原則とし、やむを得ない場合は、緩衝緑地の設置などの対策が講ぜられていること。 

森林の 

保全など 

２ 事業区域内の森林面積に対して残置し又は造成する森林又は緑地の割合（森林率）

は、おおむね 20｛30｝％以上とすること。 

  この場合、次に掲げるものは前期の緑地に含めて差し支えない。 

   ① 公園・緑地・広場 

   ② 隣棟間緑地、コモン・ガーデン 

   ③ 緑地帯、緑道 

   ④ のり面緑地 

   ⑤ その他上記に類するもの 

３ 事業区域内の開発行為に係る森林の面積が 20ｈａ以上の場合は、原則として周辺部

に幅おおむね 30｛50｝ｍ以上の残置森林又は造成森林・緑地を配置すること。 

  これ以外の場合にあっても極力周辺部に森林又は緑地を配置すること。 

４ 開発行為に係る 1箇所当たりの面積はおおむね 20ｈａ以下とし、事業区域内にこれ

を複数造成する場合は、その間に幅おおむね 30｛50｝ｍ以上の残置森林又は造成森林・

緑地を配置すること。 

教育施設 ５ 開発区域の面積が 20ｈａ以上の開発事業にあっては、開発区域内に幼稚園、小学校

及び中学校の用地を確保すること。その具体的な位置及び面積については、幼稚園設

置基準、小学校設置基準及び中学校設置基準を勘案して市長と事業主が協議して定め

るものとする。ただし、市長が周辺にある既設の学校等に収容能力があると認めた場

合は、この限りでない。  

区分 
１学級当たりの 

標準児童生徒数 
設置基準の面積（単位：平方ｍ） 

幼
稚
園 

35人 

園舎の面積 

 １学級 

２学級以上   

 

運動場の面積 

 ２学級以下   

 ３学級以上   

 

180 

320＋100×（学級数－２） 

 

 

330＋30×（学級数－１） 

400＋80×（学級数－３） 

小
学
校 

35人 
（経過措置とし

て、令和５年度小

５・小６及び令和

６年度小６は40

人） 

校舎の面積 

  １人以上 40人以下 

 41人以上 480人以下 

481人以上 

 

運動場の面積 

１人以上 240人以下 

241人以上 720人以下  

721人以上        

 

500 

500＋５×（児童数－40） 

2,700＋３×（児童数－480） 

 

 

2,400 

2,400＋10×（児童数－240） 

7,200 

中
学
校 

40人 

校舎の面積 

  １人以上 40人以下      

 41人以上 480人以下    

481人以上        

 

運動場の面積 

  １人以上 240人以下    

241人以上 720人以下  

721人以上       

 

600 

600＋６×（生徒数－40） 

3,240＋４×（生徒数－480） 

 

 

3,600 

3,600＋10×（生徒数－240） 

8,400 
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区   分 基     準     細     目 

一 般 

住宅地 

(自己用のも

のを除く) 

水道施設 ６ 水道法に基づく専用水道に該当する場合は、確認を受けた後、全体工事に着手する 

 こと。 

（１）給水量の算定は次によること。 

   ア 給水戸数 

     計画戸数とする。 

   イ 給水人口 

     １戸当たり４人とする。ただし、高層アパート、マンションなどの１戸当た 

りの給水人口は 3.5人とする。 

   ウ 給水量 

     １人１日最大給水量はおおむね 450 ℓ （１人１日平均給水量は 309 ℓ ）とす

る。なお、その他特殊な使用がある場合は、別途計算したものを加算するもの

とする。 

（２）井戸の安全揚水量は、渇水期における最大揚水量の 50％とすること。 

（３）水質検査は、水質は最も悪化していると考えられる時期、即ち降雨、降雪、洪

水、渇水時などにおいて、全項目検査（水質基準に関する省令）などを複数回実

施すること。 

（４）浄水方法の選定にあたっては、前記水質検査結果で適合しなかった項目に対し、 

必要とする浄水施設を設置すること。 

（５）前各号に掲げるもののほか、配水管その他については水道施設設置基準の定め 

によること。 

汚水処理 

施設 

７ し尿などは、下水道法に規定する下水道で処理する場合を除き、原則として浄化槽 

を設置し、放流先の公共用水域の水質が、水質環境基準その他の水質の環境目標に適 

合するよう処理して放流すること。 

別荘地 

などの 

造成 

森林の 

保全など 

１ 事業区域内の森林面積に対して残置する森林（15年生以下の森林を除く。）の割合 

（残置森林率）をおおむね 60｛70｝％以上とすること。 

２ 原則として周辺部に幅おおむね 30｛50｝ｍ以上の残置森林又は造成森林を配置する

こと。 

３ １区画の面積はおおむね 1,000ｍ２以上とし、建物敷などの面積はそのおおむね 30％

以下とすること。 

 ３－１ １区画の面積はおおむね 1,000ｍ２以上とすること。 

 ３－２ １区画内の建物敷の面積はおおむね 200ｍ２以下とし、建物敷その他付帯 

施設の面積は１区画の面積のおおむね 20％以下とすること。 

 ３－３ 建築物の高さは当該森林の期待平均樹高以下とすること。 

水道施設 ４ 一般住宅地の基準細目を準用すること。 

５ 飲料水の水質は、水道法に基づく水質基準に適合させること。 

汚水処理 

施設 

６ し尿などは、下水道法に規定する下水道で処理する場合を除き、原則として浄化槽

を設置し、放流先の公共用水域の水質が、水質環境基準その他の水質の環境目標に適

合するよう処理して放流すること。 

ゴルフ場 森林の 

保全など 

１ 事業区域内の土地の形質の変更を最小限にとどめるとともに、事業区域内の森林面

積に対して残置し又は造成する森林の割合（森林率）は、おおむね 50｛70｝％以上（う

ち残地森林はおおむね 40｛60｝％以上）とすること。 

２ 原則として周辺部に幅おおむね 30｛50｝ｍ以上の残置森林又は造成森林（残置森林

は原則としておおむね 20｛40｝以上）を配置すること。 

３ ホール間に幅おおむね 30｛50｝ｍ以上の残置森林又は造成森林（残置森林はおおむ

ね 20｛40｝ｍ以上）を配置すること。 

４ ゴルフ場の造成に係る切土量・盛土量はそれぞれ 18ホール当たりおおむね 200｛150｝

万ｍ３以下とすること。 

水道施設 ５ 飲料水の水質は、水道法に基づく水質基準に適合させること。 

汚水処理 

施設 

６ し尿などは、下水道法に規定する下水道で処理する場合を除き、原則として浄化槽

を設置し、放流先の公共用水域の水質が、水質環境基準その他の水質の環境目標に適

合するよう処理して放流すること。 

  なお、芝散水に利用する場合であっても、公共用水域へ放流する場合と同様に処理 

した上で利用すること。 
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区   分 基     準     細     目 

宿泊施設 

レジャー 

施設 

森林の 

保全など 

１ 事業区域内の森林面積に対して残置し又は造成する森林の割合（森林率）をおおむ

ね 50％以上（うち残地する森林（15年生以下の森林を除く。）の割合は 40％以上）と

すること。｛残置する森林（15年生以下の森林を除く。）の割合をおおむね 70％以上と

すること。｝ 

２ 原則として周辺部に幅おおむね 30｛50｝ｍ以上の残置森林又は造成森林を配置する

こと。 

３ 建物敷の面積は事業区域の面積のおおむね 40｛20｝％以下とし、事業区域内に複数

の宿泊施設を設置する場合は極力分散させること。 

４ レジャー施設の開発行為に係る１箇所当たりの面積はおおむね５ｈａ以下とし、事

業区域内にこれを複数設置する場合は、その間に幅おおむね 30｛50｝ｍ以上の残置森

林又は造成森林を配置すること。 

水道施設 ５ 飲料水の水質は、水道法に基づく水質基準に適合させること。 

汚水処理 

施設 

６ し尿などは、下水道法に規定する下水道で処理する場合を除き、原則として浄化槽 

を設置し、放流先の公共用水域の水質が、水質環境基準その他の水質の環境目標に適 

合するよう処理して放流すること。 

工場及び 

事業場 

位置 １ 開発区域の位置は、当該区域における事業活動により周辺の環境に影響を及ぼさな 

いよう住宅、学校などから適当な距離を保っていること 

公害防止 

施設 

２ 関係法令による基準値を遵守し得る公害防止施設を備えていること。 

森林の 

保全など 

３ 事業区域内の森林面積に対して残置し又は造成する森林の割合（森林率）を 25｛35｝％

以上とすること。 

４ 事業区域内の開発行為に係る森林の面積が 20ｈａ以上の場合は原則として周辺部に

幅おおむね 30｛50｝ｍ以上の残置森林又は造成森林を配置すること、これ以外の場合

にあっても極力周辺部に森林を配置すること。 

５ 開発行為に係る１箇所当たりの面積はおおむね 20ｈａ以下とし、事業区域内にこれ 

を複数造成する場合は、その間に幅おおむね 30｛50｝ｍ以上の残置森林又は造成森林

を配置すること。 

土石など 森林の 

保全など 

１ 原則として周辺部におおむね 30｛50｝ｍ以上の残置森林又は造成森林を配置するこ

と。 

２ 採掘跡地は必要に応じ埋め戻しを行い、緑化及び植栽すること。また、のり面は可 

能な限り緑化し、小段、平坦部には必要に応じ客土などを行い植栽すること。 

スキー場 森林の 

保全など 

１ 事業区域内の森林面積に対して残置する森林の割合（残置森林率）をおおむね 60

｛70｝％以上とすること。 

２ 原則として周辺部に幅おおむね 30｛50｝ｍ以上の残置森林又は造成森林を配置する

こと。 

３ 滑走コースの幅はおおむね 50ｍ以下とし、複数の滑走コースを並列して配置する場

合はその間の中央部におおむね 100ｍ以上の残置森林を配置すること。 

４ 滑走コースの上、下部に設けるゲレンデなどは１箇所当たりおおむね５ｈａ以下と

する。また、ゲレンデなどと駐車場の間には幅おおむね 30｛50｝ｍ以上の残置森林又

は造成森林を配置すること。 

（注）「ゲレンデなど」とは、滑走コースの上、下部のスキーヤーの滞留場所であり、リ

フト乗降場、レストハウスなどの施設用地を含む区域をいう。 

５ 滑走コースの造成に係る切土量は、１ｈａ当たりおおむね 1,000ｍ３以下とするこ 

と。 

 ５ 滑走コースの造成にあたっては原則として土地の形質の変更は行わないこと 

とし、やむを得ず行う場合には、造成に係る切土量は、１ｈａ当たりおおむね 

1,000ｍ３以下とすること。 
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区   分 基    準    細    目 

太陽光 

設備 

森林の 

保全など 

１ 事業区域内の森林面積に対して残置し又は造成する森林の割合（森林率）をおおむ

ね 25％（残置森林率はおおむね 15％）以上とすること。 

２ 原則として周辺部に残置森林を配置することとし、事業区域内の開発行為に係る森

林の面積が20ｈａ以上の場合は原則として周辺部におおむね幅30ｍ以上の残置森林又

は造成森林（おおむね 30ｍ以上の幅のうち一部又は全部は残置森林）を配置すること。

また、りょう線の一体性を維持するため、尾根部については、原則として残置森林を

配置する。 

３ 開発行為に係る１箇所当たりの面積はおおむね 20ｈａ以下とし、事業区域内にこれ

を複数造成する場合は、その間に幅おおむね 30ｍ以上の残置森林又は造成森林を配置

する。 
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別紙１ 

小幅員区画道路の計画基準 

（目的） 

第１ この基準は、主として住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為において、幅６ｍ未満の区画道路 

（以下「小幅員区画道路」という。）を導入する場合に、交通及び宅地サービスの機能確保、災害時の 

危険性の防止及び災害時の避難、救助、消防活動の円滑な実施、住宅地としての日照、通風等の環境の 

確保等を図るために守るべき条件として定めるものとする。 

（適用対象） 

第２ この基準は、開発区域の面積がおおむね１ｈａ以上の主として住宅の建築の用に供する目的で行う開発 

行為を適用対象とする。 

ただし、開発区域の面積がおおむね１ｈａ未満の主として住宅の用に供する目的で行う開発行為であっ 

て、次の各号の一に該当するものについては適用対象とする。 

（１）当該開発区域が既に計画的開発が実施された区域に隣接していること。 

（２）当該開発区域に地区計画が定められていること等により、将来、道路の段階構成による整備が確実 

と見込まれること。 

（３）当該開発区域の周辺に幅員６ｍ以上の道路が既にあり、当該開発区域内の道路がこの道路に接続する区 

画道路で、延長される予定のない小区間のものであること。 

（小幅員区画道路の導入の条件） 

第３ 小幅員区画道路は、次の各号に掲げる条件に適合している場合に導入することができるものとする。 

（１）開発区域内及び開発区域の周辺の道路が次のいずれかに該当すること。 

ア 原則として、道路の段階構成が幹線道路、補助幹線道路及び区画道路と明確に整備されていること又 

は整備されることが確実と見込まれること。 

イ 開発区域の周辺に幅員６ｍ以上の道路が既にあり、開発区域内の道路がこの道路に接続する区画道路 

であって、延長される予定のない小区間のものであること。 

（２）小幅員区画道路は、次に掲げる条件に該当すること。 

ア 幅員６ｍ以上の道路又は歩行者専用道路等によって囲まれたおおむね 250ｍ以下四方の区域の中の 

小区間の区画道路であること。 

イ 沿道宅地へのサービス以外の目的の通過交通が生じない形状のものであること。 

ウ 原則として幹線道路に直接接続してないこと。 

（小幅員区画道路の共通の計画基準） 

第４ 小幅員区画道路は、次の各号に掲げる計画基準に適合しなければならない。 

（１）幅員 

幅員は４ｍ以上とする。この場合において、Ｌ型側溝、コンクリート蓋等で車両通行上支障がない場合 

は当該側溝を幅員に含めるものとする。また、電柱、道路標識等の工作物を道路内に設置する場合は当該 

工作物の設置されている部分及びその外側の部分は幅員に含めないものとする。 
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（２）交差点 

交差点は原則として直交させる。 

（３）隅切り 

小幅員区画道路の交差部の隅切りは、原則として、隅切り長が３ｍの二等辺三角形とする。 

（道路形状別計画基準） 

第５ 小幅員区画道路は、次の各号に掲げる道路形状別計画基準の一に該当しなければならない。 

（１）Ｉ字状小幅員区画道路の計画基準 

ア Ａ図のように幅員６ｍ以上の道路（区画道路と幹線道路又は補助幹線道路との接続上支障がない部分 

については、歩行者専用道路等）によって囲まれたおおむね 120ｍ以下四方の区域の中のＩ字状区画道 

路について小幅員区画道路とすることができる。 

だたし、Ｂ図のように幅員６ｍ以上の道路をはさんで区画道路が連続する場合にあっては、連続する 

区画道路の道路延長（道路中心線の長さとする。以下同じ。）の合計がおおむね 250ｍを超えない場合 

に限る。 

Ｃ図のように通過交通の生じる可能性のあるＩ字状区画道路については小幅員区画道路とすること 

    ができない。 

イ 道路延長はおおむね 120ｍ以下とする。 
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（２）Ｌ字状小幅員区画道路の計画基準 

ア Ａ図及びＢ図のように幅員６ｍ以上の道路（区画道路と幹線道路又は補助幹線道路との接続上支障が 

ない部分については、歩行者専用道路等）によって囲まれたおおむね 120ｍ以下四方の区域の中のＬ字 

状区画道路について小幅員区画道路とすることができる。 

また、Ｃ図のようにおおむね 250ｍ×120ｍ以下の区域の中のＬ字状区画道路についても小幅員区画 

道路とすることができる。 

イ 道路延長はおおむね 120ｍ以下とする。 

ウ 屈曲部はその角度を 90度以上とすること等により自動車の通行上の支障がないものとする。 
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（３）Ｔ字状小幅員区画道路の計画基準 

ア Ａ図のように幅員６ｍ以上の道路（区画道路と幹線道路又は補助幹線道路との接続上支障がない部分 

については、歩行者専用道路等）によって囲まれたおおむね 120ｍ以下四方の区域の中のＴ字状区画道 

路について小幅員区画道路とすることができる。 

また、Ｂ図のようにおおむね 250ｍ×120ｍ以下の区域の中のＴ字状区画道路についても小幅員区画 

道路とすることができる。 

イ 道路延長はおおむね 120ｍ以下とする。 
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（４）Ｕ字状小幅員区画道路の計画基準 

ア Ａ図のように幅員６ｍ以上の道路（区画道路と幹線道路又は補助幹線道路との接続上支障がない部分 

については、歩行者専用道路等）によって囲まれたおおむね 120ｍ以下四方の区域の中のＵ字状区画道 

路について小幅員区画道路とすることができる。 

また、Ｂ図及びＣ図のようにおおむね 250ｍ×120ｍ以下の区域の中のＵ字状区画道路についても小 

幅員区画道路とすることができる。 

イ 道路延長はおおむね 250ｍ以下とする。 

ウ 屈曲部はその角度を 90度以上とすること等により自動車の通行上支障がないものとする。 

エ Ｕ字状区画道路の奥は、歩行者専用道路、公園等に接するか又は幅員２ｍ以上のフットパス等によっ 

て歩行者専用道路、公園等もしくは道路に接続することが望ましい。 
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（５）行き止まり状小幅員区画道路の計画基準 

ア Ａ図、Ｂ図及びＣ図のように幅員６ｍ以上の道路（区画道路と幹線道路又は補助幹線道路との接続上 

支障がない部分については、歩行者専用道路等）によって囲まれたおおむね 120ｍ以下四方の区域の中 

の行き止まり状区画路について小幅員区画道路とすることができる。 

イ 道路延長はおおむね 35ｍ以下とし、35ｍを超える場合は終端及び区間 35ｍ以内ごとに自動車の転回 

広場を設けるものとする。この場合において、自動車の転回広場とは、「自動車の転回広場に関する基 

準」（昭和 45年 12月 28日付け建設省告示第 1837号）に適合するものとする。 

ウ 行き止まり状区画道路の終端は、歩行者専用道路、公園等に接するか又は幅員２ｍ以上のフットパス 

等によって歩行者専用道路、公園等もしくは道路に接続することが望ましい。 
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別紙２ 

県が管理する道路と他の道路との平面交差に関する構造基準 

 

１ 交差又は接続の位置 

（１）本線の曲線半径 

R ≧100ｍ の区間内を原則とする。 

（２）本線の縦断勾配 

原則として本線の勾配が 2.5％以下の区間とする。（なるべく平坦部での接続が望ましい） 

やむを得ない場合でも 3.5％を超える区間への接続は避けること。 

（３）交差路の間隔 

望ましい交差点間隔の標準下限値（ｍ） 

 １種 ３種 ４種  

非信号交差点同士 ３vn ２vn 1.5v  
v＝設計速度（ｋｍ／ｈ） 

n＝車線数 
信号交差点同士  ３v  ３v  

非信号・信号交差点  ２vn 1.5v  

（４）その他 

視距のとれない位置（トンネル出口、堀割り道路付近）は、絶対接続を避けること。 

２ 交差点の形状 

（１）本線との交差角 

交差角は 75度以上のできるだけ直角に近い角度で接続すること。 

やむを得ない場合でも 60度以上とすること。 

 

 

 

 

       

 

 

 

 

（２）交差又は接続の形状 

ア 交差点の脚数は４以下とする。 

イ 原則として、くい違い交差、又は折れ脚交差としないこと。 

ウ 既設三差路で既設接続路と同一側への接続は避けること。 

※ 特に「イ」は国県道をはさんで異なる事業で接続する道路が計画される場合があるので注意し調整する 

こと。 
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３ 接続路の設計要素 

（１）接続路の縦断勾配 

ア 本線取付部付近では、できるだけ水平が望ましい。 

少なくとも路肩端から次の表に示す区間は 2.5％以下とすること。 

    表‐Ａ 

本 線 規 格 取付部分の区間（ｍ） 

３－３、４－２ 35 

３－４、４－３ 15 

イ 交差点の取付部及び交差点前後の相当区間の勾配は、できるだけ緩やかとすること。 

ウ 縦断曲線の頂部又は底部付近に交差点を設けないようにすること。 

（２）接続路の縦断曲線 

接続路の縦断勾配の変化点が路肩端より 30ｍ以内にある場合は、衝撃緩和、視距確保のための縦断曲線 

を設置すること。 

 

 

４ 接続路の隅角剪除 

接続路の設計車両は、普通道路についてはセミトレーラー連結車(Ｓ)とし、市街部で大型車の規制がある場 

合は普通自動車(Ｔ)を設計対象とする。小型道路については小型自動車等(Ｃ)とする。 

車両別の設計数値の下限値は下表のとおり 

設 計 車 両 Ｒｏ Ｒｉ Ｗ 

小型自動車等(Ｃ) 8.0 4.0 4.0 

普通自動車(Ｔ) 13.0 7.5 5.5 

セミトレーラー連結車(Ｓ) 13.0 4.5 8.5 

 Ro  車両外側回転半径(ｍ) 

 Ri  車両内側回転半径(ｍ) 

 WB  基本幅員    (ｍ) 

 W   導流路幅員（W ＝Ro －Ri ） 
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５ 右・左折車線等の設置 

本線交通流が、接続路設置により阻害されることのないよう、必要があれば右左折車線を設けること。特に 

国道、主要地方道等の沿線で開発が大規模に行われ将来の交通流に大きな支障が予想される場合は注意が必要 

である。 

６ 接続路の幅員 

接続路の幅員が２車線ない場合（車幅 5.0ｍ程度以下）は本線との取合部分 30ｍ以上の区間を２車線以上（車 

幅 5.5ｍ以上）の幅員にすること。すり合わせは、この区間外ですること。 

 ７ 接続路の舗装 

本線に接続する道路は本線路肩端より 30ｍ以上の区間は必ず舗装すること。 

 

 

 

 

 

 

  

 

８ 排  水 

（１）接続路の側溝は、本線側溝と接続させないで処理すること。又、本線横断暗渠は認めない。 

（２）接続路面上の雨水の本線への流入は、防止するよう処理すること。 

（横断グレーチング等によって） 
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別紙３ 

宅地開発に伴い設置される洪水調節（整）池の多目的利用指針 

 

第１ 総説 

１ 目的及び適用範囲 

この指針は、宅地開発に伴い設置される洪水調節（整）池の多目的利用の的確かつ円滑な推進を図るために、

洪水調節（整）池の敷地内に他の施設を導入するに当たって設計上留意すべき基本的事項及び管理上の調整の

具体的実施方法を示すものである。この指針の適用範囲は、宅地開発に伴って設置され、敷地の多目的利用が

行われる洪水調節（整）池とし、河川管理施設となる洪水調節（整）池、堤高が 15ｍ以上の洪水調節（整）池

及び地下式構造の洪水調節（整）池等には適用しないものとする。 

２ 洪水調節（整）池及び導入施設の種類 

（１）洪水調節（整）池 

宅地開発に伴い設置される洪水調節（整）池は、恒久的な調節池と暫定的な調整池とがあり、その敷地の 

多目的利用の観点から次のように分類するものとする。 

① 構造形式による分類：ダム式（築堤式）、掘込式 

② 断面構成による分類：単段式、多段式 

（２）導入施設 

洪水調節（整）池の多目的利用を図るため、その敷地内に導入する施設（以下「導入施設」という。）とし 

ては、次のようなものがある。 

① 公園、緑地、広場 

② グラウンド 

③ テニスコート 

④ ゴルフ練習場 

⑤ 駐車場等 

３ 関連基準 

この指針の設計にかかわる事項は、洪水調節（整）池の敷地内に他の施設を導入するに当たっての設計上留 

意すべき基本的事項のみを規定しているものであり、洪水調節（整）池及び導入施設の設計全般については、 

他の基準等によるものとする。 

４ 多目的利用における条件 

洪水調節（整）池の多目的利用における条件としては、洪水調節（整）池と導入施設の両機能を兼ね備える 

とともに、これらの機能を相互に損なわない構造とし、的確かつ円滑な管理を行うことが必要である。 

このため、多目的利用における施設の設計では、主として、この指針に示す 

（Ａ）洪水調節（整）池の維持管理上の施設導入指針 

（Ｂ）導入施設の維持管理上の施設設計指針 

（Ｃ）多目的利用のための安全管理施設設計指針 
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に基づき、洪水調節（整）池と導入施設との施設設計上の調整を行う。 

次に、このようにして設計された諸施設について、その管理方法を明確にしておくとともに、洪水調節（整） 

池の管理者と導入施設の管理者とで管理上の調整を行うこととする。 

５ 導入施設が公園等である場合の留意事項 

都市計画法に基づく開発許可に伴い確保することが必要となる公園、緑地又は広場（以下「公園等」という。） 

は、３「関連基準」の項により都市公園技術標準（案）（昭和 53年１月建設省都公緑通達）に準拠して設計す 

るほか、次の事項に配慮することが必要である。 

（１） 洪水調節（整）池内に導入する公園等は、近隣公園、地区公園、緑地、広場等として利用すること。なお、

街区公園（旧児童公園）は、原則として、導入しないものとすること。 

（２） 洪水調節（整）池内の公園等を導入する敷地及び近接する敷地の構造は、公園等の利用上支障のないもの

とし、修景上の配慮を十分行うこと。 

（３） 導入施設が公園の場合は、原則として湛水しない敷地部分を設け、その位置、面積割合は、当該公園の諸

機能を損なわないものとすること。 

（４） 洪水調節（整）池内に設置する公園施設は、衛生上及び維持管理上、支障のないものとすること。 

第２ 多目的利用における設計指針 

１ 洪水調節（整）池の維持管理上の施設導入方法 

（１）敷地の位置 

導入施設の位置は、ダム式（築堤式）の洪水調節（整）池の築堤部にあっては、堤防のり尻から５ｍ以上 

離すことが必要である。 

（２）植樹 

植樹に当たっては、樹木によって治水上の支障が生じないよう配慮し、その位置については、ダム式（築 

堤式）の洪水調節（整）池の築堤部の場合には、堤防のり尻から高木は 15ｍ以上、低木は５ｍ以上離すこと 

が必要である。 

また、植樹する高木は耐風性、耐潤性樹木を選定することが必要である。 

（３）柵その他の工作物 

柵その他の工作物は、原則として、流出しない構造とする。 

２ 導入施設の維持管理上の施設設計指針 

（１）個々の施設ごとの湛水頻度 

導入施設の設計においては、配置、維持管理等を勘案して、個々の施設ごとに湛水頻度を考慮することと 

し、おおむね次のように分類する。 

ア 湛水頻度が比較的小さい所に設けた方がよいもの 

遊具、花壇、日陰だな、駐車場（賃貸用）等 

イ 湛水頻度が比較的大きい所に設けても支障がないもの 

広場、グラウンド、バレーボールコート、テニスコート、ゴルフ練習場、駐車場（利用者用）等 
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（２）導入施設設計上の留意点 

導入施設の設計においては、前２（１）「個々の施設ごとの湛水頻度」の項によるほか、個々の施設ごとに 

以下に示す事項について配慮することが必要である。 

ア 園路は、洪水調節（整）池の管理用道路との兼用を前提に、施設の利用上及び管理上望ましい配置と 

するとともに、出水時の避難路としても十分機能すること。 

イ 広場、グラウンド、バレーボールコート、ゴルフ練習場等は、暗渠、Ｕ字溝等の設置や、排水のため 

の勾配をつけること等により、水はけのよい構造とすること。 

ウ 植栽地は、退水後の土砂、ヘドロ等の排除、清掃を考慮した配置及び排水構造とするとともに、植栽 

する樹木は冠水耐性のある樹種を選定すること。 

エ テニスコート等は、原則として、湛水後の堆砂の洗浄が容易なアスファルト等の構造とすること。 

オ 遊具等の工作物は、原則として、基礎固めのコンクリートと緊結した流出しない構造とすること。 

カ 導入施設利用者の接近が予想される修景池等の水際部分は、安全性を配慮した水深、断面構造、材料 

とすること。 

キ 退水後、施設又は工作物の洗浄に用いる給水栓（施設）を適所に設けること。 

３ 多目的利用のための安全管理施設設計指針 

（１）付加される安全管理施設 

洪水調節（整）池の多目的利用においては、洪水調節（整）池と導入施設とが個別に設置される場合に比 

べて、導入施設利用者の安全管理上、より一層慎重な配慮を要することから、導入施設の設計において十分 

検討するとともに、必要に応じて、以下に示す安全管理施設を設置するものとする。 

ア 柵 

イ 注意看板 

ウ 門扉等 

（２）安全管理施設設計上の留意点 

安全管理施設を設置する場合においては、個々の施設ごとに以下に示す事項について配慮することが必要 

である。 

ア 柵は、必要に応じて、洪水調節（整）池への侵入防止のための外周柵、修景池への転落防止のための 

安全柵等を適所に設置すること。 

イ 門扉は、導入施設の利用、出水時の安全管理を勘案し、適所に設置すること。 

ウ 柵、門扉は、安全管理上必要な高さを有するものとし、門扉については施錠できるものとすること。 

エ 注意看板は、導入施設の区域、利用上の注意点等を、利用者にわかりやすい規格で適所に設置するこ 

と。 

オ 柵、注意看板、門扉は、耐久性のある材料とし、危険な場所には特に堅固なものを設置すること。 
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第３ 管理上の調整 

１ 調整の基本的考え方 

多目的利用される洪水調節（整）池の管理については、原則として、洪水調節（整）池としてのみ効用を果 

たす部分の管理は洪水調節（整）池の管理者が、また、洪水調節（整）池と導入施設とが相互に効用を兼ねる 

部分の管理は導入施設としての機能を発揮する平常時においては導入施設の管理者が、洪水調節（整）池とし 

ての機能を発揮する出水時においては、洪水調節（整）池の管理者が管理することを基本理念とし、実際の管 

理に当たっては、効率的かつ円滑にその管理を実施するため洪水調節（整）池の管理者と導入施設の管理者と 

が管理協定を締結して、一元的な管理を行うことが望ましい。 

２ 付加される管理行為 

洪水調節（整）池の多目的利用においては、施設の構造等に応じて以下の管理行為が付加されることとなる 

ので、洪水調節（整）池の管理者と導入施設の管理者において調整を行い、管理協定の中で分担を明確にする 

必要がある。 

ア 出水時における施設利用者の安全についての措置 

イ 導入施設専用工作物の撤去移動、緊結等 

ウ 出水により堆積したヘドロの除去等 

エ 出水により枯損した植栽等の復旧 

３ 管理協定 

洪水調節（整）池の多目的利用において、管理を的確かつ円滑に実施するためには、以下に掲げる事項その

他必要な事項について管理協定を締結し管理を行うことが必要である。 

ア 目的 

イ 適用範囲 

ウ 管理方法 

エ 協議等 

オ 費用負担 

カ 雑則 
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別紙４ 

宅地開発等に伴う河川濁水防止指導要領  

 

第１ 趣旨 

   近年、宅地、ゴルフ場などの造成を目的とした開発行為が県内各地でみられるが、これらの工事の施行に

伴い造成区域内の土砂などが降雨により河川に流出し、河川の水質を濁している場合が多い。 

   地域によっては、住宅開発等が集中し、河川の濁りが著しく、地域住民の生活、生物資源に直接又は間接

的に支障を与え、自然環境保全上からも放置できない状況にある。 

   このような現況にかんがみ、この要領は、「開発行為等の許可の技術的基準」の第３の８の（４）に基づき

宅地開発等を行う者（以下「事業者」という。）が、講ずべき措置を明らかにし、事業者が必要な措置を講じ

ることにより宅地開発等による河川の濁りを防止しようとするものである。 

第２ 定義 

   この要領において「宅地開発等」とは、宅地、ゴルフ場、別荘、レジャー施設などを造成する目的で行う

土地の区画形質の変更をいう。 

第３ 適用範囲 

   この要領は、次のいずれかに該当する宅地開発等に適用する。 

 １ 規模が１ｈａ以上の宅地開発等 

 ２ 都市計画法などの土地開発規制に係る法令の許認可を要する宅地開発等 

第４ 濁水防止対策 

 １ 工程計画 

   事業者は、次の点を十分配慮して工程計画をたてること。 

 （１）地山の剥取り及び土砂の移動は、雨期及び台風期等（漁業権が設定されている河川流域にあっては、種

苗放流時期を含む。）を避けるように計画し、裸地を最小限にとどめて早期に復旧を図る。 

 （２）可能な限り工事区域を分割し、工事区域ごとに河川濁水防止対策をたてる。 

 （３）残留域の雨水の排水は、土砂などにより濁り度を増す排水形態としない。 

 （４）防災調整池、沈砂池（沈殿池を含む。以下同じ。) 及び当該工事に伴う水路、河川改修等の施設は、本

工事着工前に完成させる。 

    ただし、本工事完了までの間、河川等管理者が適当と認める洪水調節などの防災機能を有する施設を設

置した場合は、この限りではない。 

 ２ 工事着工前に確保しておくべき資材及び施設 

   事業者は、工事の着工前に次の資材及び施設を確保すること。 

 （１）かます、ビニールシート、竹、木杭等 

    これらの資材を確保しておき応急措置が取られるようにすること。 

 （２）仮排水路 

 （３）相当規模の防災調整値、沈砂池 
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 ３ 降雨時に講ずべき応急措置 

   事業者は、降雨時には次のような応急措置を講じること。 

 （１）地山を剥取り、のり面保護工事が完成していない場合で、沈砂池に入らない場所及び雨水が集中し崩壊

の危険のある場所は、ビニールシートなどで覆う。 

 （２）土砂流出防止のため、必要に応じて次の措置を行うこと。 

   ア 板柵、しがらなどの土留、柵の設備 

   イ ビニールシートなどによるのり面の保護 

   ウ 仮排水路の再点検及び補強 

   エ その他 

第５ 排水基準等 

 １ 通常の降雨時において沈砂池などからの排水口における排水の浮遊物質量（ＳＳ）は、原則として 200ｍｇ

／ℓ 以下とすること。 

 ２ 大規模な宅地開発等にあっては、事業者等は、工事現場に雨量計、透視度計を備え、降雨時には雨量、透 

視度を適宜測定し、記録するとともに所要の応急措置を取ること。 

第６ その他 

   事業者、工事着工前に設置した施設及び確保しておいた資材が非常時に有効に機能を発揮できるよう維持 

管理を平素より十分に行っておくこと。 
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別紙５ 

宅 地 開 発 等 に 伴 う 流 量 調 整 要 領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、宅地開発等によって河川等の流域の流出機構が変化するなどにより河川等への流入量が 

著しく増加し災害を誘発するおそれがあり、かつ、下流河川等の改修又は排水施設の整備が開発のスピ 

ードに追いつかない場合に、河川等管理者の指導により宅地開発等を行う者（以下「事業者」という。） 

が、河川工事等を施工することによって災害の発生を防止しようとするものである。 

（用語の定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

（１）宅地開発等  宅地、ゴルフ場その他これらに類するものを造成する目的で行う土地の区画形質の変更 

をいう。 

（２）河川等     河川法を適用又は準用する河川、河川法を適用及び準用しない河川（溜池及び用水路 

を含む。以下同じ。）、砂防法の規定に基づいて指定した土地並びに下水道法の規定によ 

る下水道をいう。 

（３）河川工事等  河川等の改修（維持補修工事を含む。）及び調整池の設置をいう。 

（４）調整池    別紙の「調整池設置基準」に基づき設置する調整池をいう。 

（５）河川等管理者 宅地開発等により影響を受ける河川等の管理者をいう。 

（６）総合的な治水対策 

流域内の開発による放出増に対して法河川改修による対応のみならず、流域内の開発、 

土地利用計画等と河川管理者が、調整を図る総合的な水害防止対策をいう。 

（適用範囲） 

第３条 この要領は、次のいずれかに該当する宅地開発等に適用する。ただし、総合的な治水対策を講じる流 

   域を除く。（別途河川管理者と協議のこと） 

（１）規模が 1ｈａ以上の宅地開発等 

（２）河川法、砂防法、下水道法又は普通河川等保全条例の規定に基づく許可、認可を要する宅地開発等 

（流量の調節方法） 

第４条 宅地開発等に伴い事業者が流量調節のために施行する河川工事等は、次の方法によるものとする。 

（１）宅地開発等の面積が 1ｈａ以上の場合 

計画対象降雨によって災害が発生するおそれがないと認められる地点までの河川等の改修又は調整池 

の設置。 

（２）流域の地形その他の状況により、河積の拡大等改修が極めて困難な場合は、前号にかかわらず調整池 

を設置する。 

２ 事業者は、前項の工事完了後でなければ土地の区画形質の変更をしてはならない。ただし、前項の工事 

完了までの間、河川等管理者が適当と認める洪水調節などの防災機能を有する施設を設置した場合は、こ 
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の限りでない。 

（河川等の改修） 

第５条 河川等の改修に係る調査及び設計は、事業者が行うものとする。 

２  河川等の改修を行う場合の計画規模は、流域の状況、過去の降雨などを考慮して河川等管理者が指示 

する。 

３  河川等の改修により新たに河川等の区域となる土地は、河川等に帰属させること。 

（調整池の設置） 

第６条 調整池に関する調査及び設計は、事業者が行うものとする。 

２  調整池は、流域ごとに開発区域内に設置し、原則として河川の流域界の変更は行わないこと。 

３  調整池は、原則として計画対象降雨が年超過確率で 30分の１洪水に対処できる規模及び構造でなけ 

ればならない。ただし、第４条第１項第２号の調整池の計画対象降雨の年超過確率は 50分の１とする。 

（調整池の管理） 

第７条 調整池完成後の当該施設の維持管理は、原則として市が行うものとする。やむを得ず事業者などが管 

理する場合にあっても、当該調整池の土地は、市に帰属するものであること。 

２  調整池には当該施設の管理者名、連絡先その他必要な事項を掲示した標識を公衆の見えやすい位置に 

設置すること。 
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調 整 池 設 置 基 準 

 

第一章  総       則 

（総則） 

第１条 宅地開発等に伴い調整池を設置する場合には、この基準によるものとする。 

なお、この基準に定めのない事項については、日本河川協会の「河川管理施設等構造令」及び「大規模 

宅地開発に伴う調整池技術基準（案）」によるものとする。 

（調整池の形状及び洪水調節方式） 

第２条 調整池は、原則として掘込式とし、築堤高は可能な限り低くしなければならない。 

２  調整池の洪水調節方式は、原則として自然放流方式とする。 

 

第二章  計  画  基  準 

  

（洪水のピーク流量の算定方式） 

第３条 洪水のピーク流量はラショナル式によるものとし、次式により算定する。 

    Q p =
360

1
× f × r × A  

      Q p …………… 洪水のピーク流量（ｍ３／sec） 

            f …………… 流出係数 

            r  …………… 洪水到達時間内の平均降雨強度（ｍｍ／ｈ） 

            A  …………… 流域面積（ｈａ） 

（洪水到達時間） 

第４条 洪水到達時間は、次式により算定する。 

     ti  ＝ t  ＋ 
W

l

60
 

      ti   …………… 洪水到達時間（min） 

            t  …………… 流入時間（min） 

                        最上端が山地流域の場合は、２kｍ２ 30分 

（特に急傾斜の山地については 20分）を標準とする。 

市街地の場合は、５分から 10分を標準とする。 

       l   …………… 当該地点から上流の流路延長（ｍ）（流域は除く） 

            W  …………… 洪水到達速度（ｍ／sec） 

                         次の第２項又は第３項により算定する。 
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２  改修済みの河川等の区間の洪水到達速度は、マニング公式により算定する。 

     W  = 
n

1
×

3/2R ×
2/1I  

W …… 洪水到達速度（ｍ／sec） 

             n…… 粗度係数   

            三面張りコンクリート…… 0.025 

                    石積み等（二面張り）…… 0.035 

            素   掘   り …… 0.040 

             R …… 径深（ｍ） 

余裕高は、河川管理施設等構造令第 20条によることを原則とする。 

             I  …… 動水勾配（河床勾配を採用する。） 

３  未改修の河川等の区間の洪水到達速度は、次により算定する。  

（１）河床勾配が１／18より急な場合は、ルチハ公式による。 

     W  = 20  
l

h 6.0
 

         W …… 洪水到達速度（ｍ／sec） 

            l  …… 流入時間算出流域を控除した最上流点から当該地点までの水平距離（ｍ） 

            h  …… 流入時間算出流域を控除した最上流点から当該地点までの標高差（ｍ） 

（２）河床勾配が１／18より緩やかな場合は、クラーヘン公式による。     

l
h  が

100

1
以上         Ｗ ＝ 3.5ｍ／sec 

l
h  が

100

1
未満

200

1
以上        Ｗ ＝ 3.0ｍ／sec 

l
h  が

200

1
未満                Ｗ ＝ 2.1 ｍ／sec 

４  洪水到達時間が 10分未満の場合は、原則として 10分を用いる。 

（流出係数） 

第５条 流出係数は、開発前、開発後の当該区域及びその周辺の状況を考慮して適切な値をとるものとし、原則 

として次の区分による値を標準とする。 

密集市街地（ＤＩＤ地区程度とし、開発区域を含む。） …… 0.9 

一般市街地 …… 0.8 

畑・原野 …… 0.6 

水田 …… 0.7  

山地 …… 0.7 

ゴルフ場 …… 0.8 

太陽光パネル等 …… 0.9～1.0 

※太陽光パネル等とは地表が不浸透性の材料で覆われる箇所を含み、流出係

数は山岳地及び丘陵地は 1.0、平地は 0.9とする 
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（計画対象降雨） 

第６条 調整池の洪水調節容量を算定するために用いる計画対象降雨については、最新版の降雨強度～継続時間 

曲線（以下「確率降雨強度曲線」という。）によって求めるものとし、次の強度式を用い算定する。ただ 

し、開発流域の下流河川改修計画の規模がこれらの数値を上回っている場合は、当該改修計画の数値によ 

る。 

   福山地区 

          t  

 

確率n年 

t  =10min～180min t  = ３hr～24hr 

100年 100r  = 
728.0

499.527

t
 100r  = 

062.2

206.177

t
 

50年 50r   = 
602.0

869.470

t
 50r   = 

438.2

421.170

t
 

30年 30r   = 
490.0

841.428

t
 30r   = 

730.2

417.164

t
 

ｎ …… 確率年 

ｒ …… 確率降雨強度曲線上の任意の継続時間（ｔ）に対応する降雨強度（ｍｍ／ｈ） 

ｔ …… 任意の降雨継続時間（分又は時間）。ただし、10分未満の場合は 10分とする。 

（洪水調節容量の算定方法） 

第７条 洪水の規模が年超過確率で１／30（宅地開発等に伴う流量調整要領第４条第１項第２号の調整池の場 

合にあっては１／50とする。以下同じ。）以下のすべての洪水について、開発後における洪水のピーク 

流量の値を調整池下流の流過能力の値まで調節する。調整池の洪水調節容量は、１／30確率降雨強度曲 

線を用いて求める次式の必要調節容量（V ）の値を最大とするような容量をもってその必要調節容量と 

するものとする。 

    V = ( ri  － 
2

rc
 ) ti  × f  × A  × 

360

1
 

     V …… 必要調節容量（ｍ3） 

f …… 開発後の流出係数 

A …… 開発面積（ｈａ） 

（注）流域面積が開発面積より大きい場合は、別途河川等管理者と協議すること。 

rc…… 放流許可量の値に対応する降雨強度（ｍｍ／ｈ） 

ri  …… １／30確率降雨強度曲線上の任意の継続時間（ti）に対応する降雨強度（ｍｍ／ｈ） 

ti  …… 任意の継続時間（sec） 

２  前項で示す必要調節容量（ V ）の値は、次図ti  = 0～ｔｃ’の間で最大となるが、その算定は任意の 

ti、ri を逐次計算法又は微分する方法により決定する。 
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３  放流許可量（ Q pc ）に対応する降雨強度（ rc ）は、次式によって算定する。 

      rc = Q pc × 
Af 

360
 

      rc …… 放流許可量に対応する降雨強度（ｍｍ／ｈ） 

          （注）rc = 10ｍｍ／ｈ未満の場合は 10ｍｍ／ｈとする。 

 Q pc …… 放流許可量（ｍ3/sec ） 

f  …… 流出係数（第５条に定める値とする。） 

A  …… 放流地点における流域面積（ｈａ） 

（１）放流許可量の算定 

     治水上最も危険な地点（流過能力が最少）で次により決定する。 

    Q pc = Q × 
A

a
 

     Q  …… 検討区間における河川等の流過能力（ｍ３/sec） 

a  …… 放流地点における流域面積（ｈａ） 

A  …… 河川等流過能力算定地点から上流の流域面積（ｈａ） 

   ア 河川法を適用又は準用する河川へ放流する場合の流過能力の検討区間は、放流地点から下流２ｋｍの 

    区間とする。 

     ただし、地域森林計画対象民有林の林地開発行為に該当する場合は、放流地点から下流において、開 

発後の無調節のピーク流量が開発前のピーク流量に対して１％以上増加する区間（その区間が２ｋｍ 

に満たない場合は２ｋｍの区間）とする。 

   イ 河川法を適用及び準用しない河川（下水道を含む。以下同じ。）へ放流する場合の流過能力の検討区 

間は、河川法を適用及び準用しない河川の区間と河川法を適用又は準用する河川の合流点から下流２ 

ｋｍの区間とする。 

     ただし、地域森林計画対象民有林の林地開発行為に該当する場合は、放流地点から下流において、開 
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発後の無調節のピーク流量が開発前のピーク流量に対して１％以上増加する区間（その区間が河川法 

を適用及び準用しない河川の区間と、河川法を適用又は準用する河川の合流点から下流２ｋｍの区間 

より上流になる場合は、合流点から２ｋｍの区間）とする。 

   ウ 流過能力の検討区間において感潮部がある場合は、河口から不等流計算により流過能力の検討を行う。 

ただし、河口部の水位はさく望平均満潮位とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）最少流過能力の算定 

    最少流過能力は、マニング公式によって算出する。 

ア 粗度係数  第４条第２項の係数を用いる。ただし、護岸未整備の河川等の区間で、蛇行が多い場合は 

0.05、蛇行が少ない場合は 0.045を用いる。 

イ 動水勾配  第４条第２項のとおり。 

ウ 余裕高   改修済み河川等の区間は、河川管理施設等構造令第 20条に定める基準によるものとする。 

その他の場合には、0.3ｍ以上とし、径深１ｍ以下の場合は、0.2ｍ以上とすることができ 

る。 

（設計堆積土砂量） 

第８条 調整池の設計堆積土砂量は、工事期間中は１年当たり 300ｍ３／ｈａ、工事完成後の開発区域内の裸地 

（芝付等を含む。）については１年当たり 70ｍ３／ｈａを標準とする。 

２  設計堆積年数は、調整池の設置年数及び維持管理の方法により決定する。ただし、１年を下回ることは 

できない。 
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第三章  構  造  基  準  

（ダムの型式） 

第９条 ダムの型式は、コンクリートダムを原則とする。ただし、地形又は地質が適当でない場合にはフィルダ

ム等とすることができる。 

（ダムの安定） 

第 10条 ダムの安定に必要な強度及び水密性を有し、かつ、滑動及び転倒に対する安定性を有するものとする。 

（ダムの基礎地盤） 

第 11条 ダムの基礎地盤は、前条のダムの安定性を確保するために必要な強度及び水密性を有するものとする。 

（基礎地盤調査） 

第 12条 基礎地盤の土質、地層構成などの状態を把握するため、ダムサイト付近に３個以上のボーリングを施

さなければならない。ただし、既調査資料がある場合は、この限りではない。 

（ダムの余裕高） 

第 13条 ダムの非越流部の高さは、異常洪水位（余水吐の設計洪水流量における水位）に風又は地震による波

浪などを勘案して、次の余裕高を加えたものとする。ただし、公園等を調整池として利用する場合は、

個別に協議の上計画すること。（ダム高 15ｍ以上は、河川管理施設等構造令に準じるものとする。） 

コンクリートダムの場合  0.6ｍ以上 

フィルダムの場合     1.2ｍ以上 

（余水吐） 

第 14条  調整池には、計画以上の洪水を処理するために余水吐を設けるものとする。 

２   余水吐は、100年（森林法第 25条第１項第１号から第３号までに掲げる保安林の解除に係る場合は 

200年の適用を個別に検討する）に１回起きるものと想定される当該調整池の直上流部の流量又は既に 

観測された雨量・水位・流量などに基づいて算出された当該調整池の直上流部における最大の流量のい 

ずれか大きいものの 1.44倍以上の流量を放流し得るものとする。 

３   余水吐の断面は、次式によって算定する。 

     Ｑ = 
15

2
 ah gh2  ( 3Bl +2Bu  ) 

Ｑ …… 計画流量 

ａ …… 越流係数 (0.6) 

ｈ …… 縮流前の越流深 

Bl  …… 底幅 

Bu  …… 上幅 

ｇ …… 重力の加速度 9.8（ｍ／sec２） 

（余水吐の構成） 

第 15条  余水吐は、次の各号に定めるところによるものとする。 

（１）余水吐は、原則として直線的な平面形状であること。 

（２）余水吐には、ゲートその他放流量を人為的に調節する装置をつけてはならない。 

（３）水路は、原則として矩形かつ開水路とすること。 
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（４）流入部は、流速分布が均一となるようにすること。 

（５）流入部は、流木等により閉塞しない構造とすること。 

（６）導流部の幅は、２ｍ以上とすること。 

（７）導流部は、流れが乱れないように水路の幅の急縮及び水路縦断勾配の急変を避けること。 

（８）減勢部は、余水吐から放流される流水による堤体及び水路の損傷を防止するため、余水吐末端に静水池 

及び護床工などを設けて従来の流勢を悪化させることなく現河道に接続する構造とすること。 

（９）余水吐は、原則として地山部分に設置すること。 

（放流管） 

第 16条 放流管の規模及び構造は、次の各号に定めるところによるものとする。 

（１）排水塔の流入口（BL ×DL ）は、第７条第２項第１号に定める放流量に見合うものとし、次式によ 

  り算出する。 

     Q pc = C ×BL ×DL )5.0(2 DLHLHg   

     Q pc …… 放流許可量（ｍ３/sec） 

H  …… 第 7条第 1項及び第 8条に定める必要調節容量に見合う水位 

C   …… ベルマウスを有するときはC ＝0.85～0.90、有しないときはC ＝0.60とする。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）排水路の流入口（BL ×DL ）と放流管の内径（D ）は、Q pc  ≦ 26D 3/8
×I

2/1
 の関係を満た 

すこと。 

なお、管径は完成後の維持管理を考えて最小 600ｍｍ、放流管の長さ 50ｍ以上のときは 1,000ｍｍ以上

とする。 

（３）放流管は、地山部分に切り込んで設置し、慎重に埋めもどすこと。 

（４）放流管は、原則として１本とし、２本以上設置する場合は相互の間隔を平面的に 10ｍ以上とすること。 

（５）放流管は、堤軸に直角方向に設置すること。 

（６）放流管は、鉄筋コンクリート造とし、ヒューム管、高外圧管などを使用する場合は全管長にわたって鉄 

筋コンクリートで巻くこと。 

（７）流管の長さが 20ｍ以上となる場合には、不等沈下などによる破損を防止するため継手を設けなけれ 

ばならない。 

継手は、可撓性のある止水板を使用し、周囲は鉄筋コンクリートカラーで囲み、カラーと本体及び本体 

の突合部には伸縮性のある目地材を充填すること。 

（８）放流管の両端部に遮水壁を設け、管の長さが長い場合には中間にも適当な間隔で遮水壁を設けて放流 

  管の外壁に沿った浸透流の発生を防止すること。 
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なお、この遮水壁は、放流管の本体と一体構造とすること。 

（９）流入口には、流入口（オリフィス）の断面積の 20倍以上の断面積を有する防塵設備をＨ.Ｗ.Ｌまで設 

  けること。 

（10）放流管は、年超過確率１／30洪水に対して開水路となるように設計し、放流管出口が水没しないよう 

  に出口敷高を定めること。 

なお、流量が年超過確率１／30洪水を超える場合でも開水路となるよう放流管の流入口及び出口にそ 

   れぞれエヤーベントを設けるものとし、その標準は次表のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

標準エヤーベント径表 

水深（ｍ） ５ ８ 10 15 

エヤーベント径（ｃｍ） 10 13 15 18 

 

（11） 放流管の閉塞を防止するため設計堆砂面の高さに堆砂用の擁壁を流入口の上流に設けること。この 

場合においては、設計堆砂面以下の排水のために堆砂用擁壁の下部の一部をフィルター構造とし、併 

せて堆砂の排除のため、排水塔流入口が閉塞した場合の代替などのため排水塔側部に排水用ゲートを 

設けておくとよい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（12） 放流管の流入口は、点検整備し得るようにすること。 

（防護さく） 

第 17条 調整池への立ち入りを防止するため、原則として防護さく(高さ 1.8ｍ以上)を設置すること。 
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別紙６ 

擁 壁 の 設 計 基 準 値 

 

１ 裏込土の内部摩擦角 

   裏込土の内部摩擦角として、30度を超えるものを使用する場合は、その根拠となる土質調査試験の結果を

添付すること。 

  

２ 地震力 

   大地震時の設計水平震度は、0.22とする。 

 

 ３ 擁壁の安定計算における安全率  

土 質 常 時 地 震 時 

部 材 応 力 長期許容応力度以内 
終局耐力※（設計基準強度及び基準強度）

以内 

転 倒 Ｆｓ≧ 1.5 Ｆｓ≧ 1.0 

滑 動 Ｆｓ≧ 1.5 Ｆｓ≧ 1.0 

支 持 力 Ｆｓ≧ 3.0 Ｆｓ≧ 1.0 

  ※ 終局耐力とは、曲げ、せん断、付着割裂などの終局耐力をいう。 

 

 ４ 土質条件１ 

土  質 
単位体積重量 

（ｋＮ／ｍ３） 
土圧係数※ 

砂 利 又 は 砂 18 0.35 

砂 質 土 17 0.40 

シルト、粘土又はそれらを多量に含む土 16 0.50 

※ 土圧係数は、背面土の勾配を 90度以下、余盛などの勾配及び高さをそれぞれ 

30度以下及び１ｍ以下とし、かつ擁壁の上端に続く地盤面などには積載荷重が 

ない条件に合致する場合に用いることができる 

 

 ５ 土質条件２ 

土  質 摩擦係数 

岩、岩屑、砂利又は砂 0.5 

砂    質    土 0.4 

シルト、粘土又はそれらを多量に含む土 

（擁壁の基礎底面から少なくとも１５㎝までの深さ

の土を砂利又は砂に置き換えた場合に限る。） 

0.3 

 

 ６ 積載荷重              （ｋＮ／ｍ２） 

 積 載 荷 重 

住宅地（木造平屋建） 5 

住宅地（木造 2階建） 
10 

道 路 

 

 ７ 単位体積重量     （ｋＮ／ｍ３） 

材  料 単位体積重量 

コンクリート 23 

鉄筋コンクリート 24 
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 ８ 鋼材のかぶり      （ｍｍ） 

 鉛直壁 底版 

かぶり 40以上 60以上 

 

 ９ 鉄筋の許容応力度（建築基準法施行令第 90条）           （Ｎ／ｍｍ２） 

鉄筋の種類 ＳＤ295 ＳＤ345 

引張応力度 

地震荷重を含まない 一般部材 195.00 195.00 

地震荷重を含まない 水中部材 195.00 195.00 

地震荷重を含む 195.00 345.00 

重ね継手長又は定着長算出用 195.00 195.00 

圧縮応力度  195.00 195.00 

 

 10 コンクリートの許容応力度（建築基準法施行令第 91条）              （Ｎ／ｍｍ２） 

 
無筋コンクリート 鉄筋コンクリート 

18.00 21.00 21.00 24.00 27.00 30.00 

曲げ圧縮応力度 6.00 7.00 7.00 8.00 9.00 10.00 

軸圧縮応力度 0.60 0.70 5.50 6.50 7.50 8.50 

コンクリートのみでせん断力を

負担する場合のせん断応力度 
― ― 0.70 0.73 0.76 0.79 

斜引張鉄筋と共同して負担する

場合のせん断応力度 
― ― 1.60 1.70 1.80 1.90 

押抜せん断応力度 ― ― 0.85 0.90 0.95 1.00 

付着応力度 ― ― 2.10 2.31 2.43 2.55 

 

 11 基礎地盤の許容応力度（建築基準法施行令第 93条）        （ｋＮ／ｍ２） 

地  盤 
長期応力に対する 

許容応力度 

短期応力に対する 

許容応力度 

岩 盤 1,000  長期応力に対する許容応力度の 

それぞれの数値の２倍とする 固 結 し た 砂 500  

土 丹 盤 300  

密 実 な 礫 層 300  

密実な砂質地盤 200  

砂 質 地 盤 

（地震時に液状化のおそ

れのないものに限る） 

50  

堅い粘土質地盤 100  

粘 土 層 地 盤 20  

堅 い ロ ー ム 層 100  

ロ ー ム 層 50  

 


